
入札公告

条件付一般競争入札を次のとおり実施する。

令和５年２月２１日

宮崎県知事 河野 俊嗣

１ 競争入札に付する事項

(1) 委託件名 宮崎県議会事務局警備等業務

(2) 委託内容 庁舎警備業務及び議員駐車場管理業務

(3) 委託場所 宮崎県議会棟及び県庁２号館、議員駐車場

宮崎市橘通東２－１０－１

(4) 委託期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

(5) 最低制限価格

最低制限価格を設けるものとし、最低制限価格に満たない入札については、これを無

効とする。

(6) 入札方法

ア (1)の委託件名について入札を実施する。落札決定にあたっては、入札書に記載し
た金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 開札した場合において、予定価格の制限の範囲内の価格で、最低制限価格以上の価

格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行うものとする。

ウ 入札の回数は、２回を限度とする。

２ 契約に係る特約事項

(1) 県は、上記１の(4)の委託期間内において次に掲げる場合のいずれかに該当するとき
は、本件契約を解除するものとする。

ア 本件契約の相手方が契約期間中に委託業務を継続する見込みがないと認められると

き。

イ 本件契約の相手方の業務の実施が著しく不誠実と認められ、又は契約を誠実に履行

する意思がないと認められるとき。

ウ 本件契約の相手方が次のいずれかに該当するとき。

(ｱ) 暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は宮崎県暴力団排除条例（平成２３

年宮崎県条例第１８号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）

であると認められるとき。

(ｲ) 役員等（役員又は支社、支店若しくは営業所の代表をいう。以下同じ。）が、暴

力団関係者であると認められるとき。

(ｳ) 暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(ｴ) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団関係者を利用するなどしたと認められるとき。

(ｵ) 資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が(ｱ)から(ｴ)までの

いずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

(ｶ) (ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約

の相手方としていた場合（(ｵ)に該当する場合を除く。）において、県が当該契約

の解除を求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。

エ 上記アからウまでに掲げる場合のほか、本件契約の相手方が本件契約に違反した場

合

(2) 県は、(1)の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損害については、その賠
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償の責めを負わないものとする。

３ 競争入札に参加する者に必要な資格

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。

(2) 清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（昭和５４年１月

１２日告示第４１号。以下「要綱」という。）第２条第１項に規定する競争入札参加資

格者名簿（以下「名簿」という。）に登録された者であること。

(3) 県内に本店を有する者であること。

(4) 宮崎県の県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）、特別法人事業税又は地方法人

特別税及びこれらに附帯する徴収金に未納がないことを確認できる者であること。

(5) 次のいずれかに該当する者であること。

ア 令和４年度において当該入札に係る物件を受託し、誠実に業務を履行している者。

イ 令和４年度に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、種類及び規模をほぼ同

じくする契約（６箇月以上継続したもの）に基づく業務（以下「同種業務」という。）

を誠実に履行しており、その業務が令和４年度内に終了する者。

ウ 令和２年４月１日から令和４年度の入札参加資格確認申請の日の前日までの間

に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、同種業務を１回以上誠実に履行した

実績を有する者。

(6) 公告日から入札日までのいずれの日においても、要綱第９条の規定に基づく指名停止

を受けていない者であること。

(7) 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第５条の規定による宮崎県公安委員会の認定

を受け、又は同法第９条若しくは第４０条の規定による宮崎県公安委員会へ届出を行っ

た者であること。

４ 契約条項を示す場所及び期間

(1)場所 宮崎県議会事務局総務課総務担当 宮崎市橘通東２－１０－１

郵便番号８８０－８５０１ 電話番号０９８５－２６－７２１５

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月１７日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除

く。午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

５ 入札説明書の交付場所及び交付期間

(1)場所 宮崎県議会事務局総務課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

６ 入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出場所、提出期間及び提出方法

(1)場所 宮崎県議会事務局総務課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

(3)方法 郵送（書留郵便に限る。３月６日必着）又は持参による。

７ 入札参加資格確認結果の通知

入札参加資格確認結果は、令和５年３月１３日までに通知する。

８ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

(1)提出場所 宮崎県議会事務局総務課総務担当

(2)提出期限 令和５年３月１７日 午後５時



(3)提出方法 郵送（書留郵便に限る。３月１７日必着）又は持参による。

(4)その他 入札書には、前項に定める入札参加資格確認結果の写しを添付するものとする。

９ 開札場所及び日時

(1)場所 宮崎県庁防災庁舎７階防７３号室 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

(2)日時 令和５年３月２２日 午後４時１０分

10 入札保証金

入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１００条の

規定による。

11 入札の無効に関する事項

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

(1) 虚偽の申請を行った者のした入札

(2) 入札参加資格のない者（入札参加資格の確認時に入札参加資格を有していたものの、

その後、入札までの間に、指名停止等により入札参加資格を失った者を含む。）のし

た入札

(3) 同一人が同一事項についてした２通以上の入札

(4) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札

(5) 入札書の表記金額を訂正した入札

(6) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した又は不明な入札

(7) 入札条件に違反した入札

(8) 連合その他不正行為があった入札

12 落札者の決定の方法

(1) 予定価格の範囲以内で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち最低価格の

入札を行った者を落札者とする。

(2) 落札となるべき同価の入札をした者が２名以上あるときは、直ちに当該入札者にくじ

を引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に

立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係

のない職員にくじを引かせるものとする。

13 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県議会事務局総務課総務担当 宮崎市橘通東２－１０－１

郵便番号８８０－８５０１ 電話番号０９８５－２６－７２１５

14 その他

(1) この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

(2) この競争入札は令和５年度宮崎県一般会計予算の成立を条件とする。



入札公告

条件付一般競争入札を次のとおり実施する。

令和５年２月２１日

宮崎県知事 河野 俊嗣

１ 競争入札に付する事項

(1) 委託件名 宮崎県職員健康プラザ警備業務

(2) 委託内容 警備業務

(3) 委託場所 宮崎県職員健康プラザ

宮崎市旭１丁目２番１号

(4) 委託期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

(5) 最低制限価格

最低制限価格を設けるものとし、最低制限価格に満たない入札については、これを無

効とする。

(6) 入札方法

ア (1)の委託件名について入札を実施する。落札決定にあたっては、入札書に記載し
た金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 開札した場合において、予定価格の制限の範囲内の価格で、最低制限価格以上の価

格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行うものとする。

ウ 入札の回数は、２回を限度とする。

２ 契約に係る特約事項

(1) 県は、上記１の(4)の委託期間内において次に掲げる場合のいずれかに該当するとき
は、本件契約を解除するものとする。

ア 本件契約の相手方が契約期間中に委託業務を継続する見込みがないと認められると

き。

イ 本件契約の相手方の業務の実施が著しく不誠実と認められ、又は契約を誠実に履行

する意思がないと認められるとき。

ウ 本件契約の相手方が次のいずれかに該当するとき。

(ｱ) 暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は宮崎県暴力団排除条例（平成２３

年宮崎県条例第１８号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）

であると認められるとき。

(ｲ) 役員等（役員又は支社、支店若しくは営業所の代表をいう。以下同じ。）が、暴

力団関係者であると認められるとき。

(ｳ) 暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(ｴ) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団関係者を利用するなどしたと認められるとき。

(ｵ) 資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が(ｱ)から(ｴ)までの

いずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

(ｶ) (ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約

の相手方としていた場合（(ｵ)に該当する場合を除く。）において、県が当該契約

の解除を求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。

エ 上記アからウまでに掲げる場合のほか、本件契約の相手方が本件契約に違反した場

合

(2) 県は、(1)の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損害については、その賠
償の責めを負わないものとする。
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３ 競争入札に参加する者に必要な資格

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。

(2) 清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（昭和５４年１月

１２日告示第４１号。以下「要綱」という。）第２条第１項に規定する競争入札参加資

格者名簿（以下「名簿」という。）に登録された者であること。

(3) 県内に本店を有する者であること。

(4) 宮崎県の県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）、特別法人事業税又は地方法人

特別税及びこれらに附帯する徴収金に未納がないことを確認できる者であること。

(5) 次のいずれかに該当する者であること。

ア 令和４年度において当該入札に係る物件を受託し、誠実に業務を履行している者。

イ 令和４年度に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、種類及び規模をほぼ同

じくする契約（６箇月以上継続したもの）に基づく業務（以下「同種業務」という。）

を誠実に履行しており、その業務が令和４年度内に終了する者。

ウ 令和２年４月１日から令和４年度の入札参加資格確認申請の日の前日までの間

に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、同種業務を１回以上誠実に履行した

実績を有する者。

(6) 公告日から入札日までのいずれの日においても、要綱第９条の規定に基づく指名停止

を受けていない者であること。

(7) 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第５条の規定による宮崎県公安委員会の認定

を受け、又は同法第９条若しくは第４０条の規定による宮崎県公安委員会へ届出を行っ

た者であること。

４ 契約条項を示す場所及び期間

(1)場所 宮崎県総務部総務事務センター健康管理担当 宮崎市橘通東２丁目１０番１号

郵便番号８８０－８５０１ 電話番号０９８５－２６－７０１３

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月１７日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除

く。午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

５ 入札説明書の交付場所及び交付期間

(1)場所 宮崎県総務部総務事務センター健康管理担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

６ 入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出場所、提出期間及び提出方法

(1)場所 宮崎県総務部総務事務センター健康管理担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

(3)方法 郵送（書留郵便に限る。３月６日必着）又は持参による。

７ 入札参加資格確認結果の通知

入札参加資格確認結果は、令和５年３月１３日までに通知する。

８ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

(1)提出場所 宮崎県総務部総務事務センター健康管理担当

(2)提出期限 令和５年３月１７日 午後５時

(3)提出方法 郵送（書留郵便に限る。３月１７日必着）又は持参による。

(4)その他 入札書には、前項に定める入札参加資格確認結果の写しを添付するものとする。



９ 開札場所及び日時

(1)場所 宮崎県庁防災庁舎７階防７３号室 宮崎市橘通東１丁目９番１８号

(2)日時 令和５年３月２２日 午前１０時４０分

10 入札保証金

入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１００条の

規定による。

11 入札の無効に関する事項

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

(1) 虚偽の申請を行った者のした入札

(2) 入札参加資格のない者（入札参加資格の確認時に入札参加資格を有していたものの、

その後、入札までの間に、指名停止等により入札参加資格を失った者を含む。）のし

た入札

(3) 同一人が同一事項についてした２通以上の入札

(4) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札

(5) 入札書の表記金額を訂正した入札

(6) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した又は不明な入札

(7) 入札条件に違反した入札

(8) 連合その他不正行為があった入札

12 落札者の決定の方法

(1) 予定価格の範囲以内で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち最低価格の

入札を行った者を落札者とする。

(2) 落札となるべき同価の入札をした者が２名以上あるときは、直ちに当該入札者にくじ

を引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に

立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係

のない職員にくじを引かせるものとする。

13 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県総務部総務事務センター健康管理担当 宮崎市橘通東２丁目１０番１号

郵便番号８８０－８５０１ 電話番号０９８５－２６－７０１３

14 その他

(1) この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

(2) この競争入札は令和５年度宮崎県一般会計予算の成立を条件とする。



入札公告

条件付一般競争入札を次のとおり実施する。

令和５年２月２１日

宮崎県消費生活センター所長 横山 幸子

１ 競争入札に付する事項

(1) 委託件名 宮崎県生活情報センター警備業務

(2) 委託内容 警備業務

(3) 委託場所 宮崎県生活情報センター

宮崎市江平西２丁目１番２０号

(4) 委託期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

(5) 最低制限価格

最低制限価格を設けるものとし、最低制限価格に満たない入札については、これを無効と

する。

(6) 入札方法

ア (1)の委託件名について入札を実施する。落札決定にあたっては、入札書に記載した金
額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（１円未満の端数があると

きは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望

金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 開札した場合において、予定価格の制限の範囲内の価格で、最低制限価格以上の価格の

入札がないときは、直ちに再度の入札を行うものとする。

ウ 入札の回数は、２回を限度とする。

２ 契約に係る特約事項

(1) 県は、上記１の(4)の委託期間内において次に掲げる場合のいずれかに該当するときは、
本件契約を解除するものとする。

ア 本件契約の相手方が契約期間中に委託業務を継続する見込みがないと認められるとき。

イ 本件契約の相手方の業務の実施が著しく不誠実と認められ、又は契約を誠実に履行する

意思がないと認められるとき。

ウ 本件契約の相手方が次のいずれかに該当するとき。

(ｱ) 暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は宮崎県暴力団排除条例（平成２３年宮崎県

条例第１８号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）であると認

められるとき。

(ｲ) 役員等（役員又は支社、支店若しくは営業所の代表をいう。以下同じ。）が、暴力団

関係者であると認められるとき。

(ｳ) 暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(ｴ) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団関係者を利用するなどしたと認められるとき。

(ｵ) 資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が(ｱ)から(ｴ)までのいず

れかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

(ｶ) (ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約の相

手方としていた場合（(ｵ)に該当する場合を除く。）において、県が当該契約の解除を

求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。

エ 上記アからウまでに掲げる場合のほか、本件契約の相手方が本件契約に違反した場合

(2) 県は、(1)の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損害については、その賠償の
責めを負わないものとする。

130022
テキストボックス
警備３




３ 競争入札に参加する者に必要な資格

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であ

ること。

(2) 清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（昭和５４年１月１

２日告示第４１号。以下「要綱」という。）第２条第１項に規定する競争入札参加資格者名

簿（以下「名簿」という。）に登録された者であること。

(3) 県内に本店を有する者であること。

(4) 宮崎県の県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）、特別法人事業税又は地方法人特別

税及びこれらに附帯する徴収金に未納がないことを確認できる者であること。

(5) 次のいずれかに該当する者であること。

ア 令和４年度において当該入札に係る物件の警備業務を受託し、誠実に業務を履行してい

る者。

イ 令和４年度に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、種類及び規模をほぼ同じく

する契約（６箇月以上継続したもの）に基づく業務（以下「同種業務」という。）を誠実

に履行しており、その業務が令和４年度内に終了する者。

ウ 令和２年４月１日から当該入札の入札参加資格確認申請の日の前日までの間に、宮崎県

内に所在する建物（施設）において、同種業務を１回以上誠実に履行した実績を有する者。

(6) 公告日から入札日までのいずれの日においても、要綱第９条の規定に基づく指名停止を

受けていない者であること。

(7) 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第５条の規定による宮崎県公安委員会の認定を受

け、又は同法第９条若しくは第４０条の規定による宮崎県公安委員会へ届出を行った者であ

ること。

４ 契約条項を示す場所及び期間

(1)場所 宮崎県消費生活センター啓発担当 宮崎市江平西２丁目１番２０号

郵便番号８８０－００５１ 電話番号０９８５－３２－７１７１

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月１７日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

５ 入札説明書の交付場所及び交付期間

(1)場所 宮崎県消費生活センター啓発担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。午

前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

６ 入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出場所、提出期間及び提出方法

(1)場所 宮崎県消費生活センター啓発担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

(3)方法 郵送（書留郵便に限る。３月６日必着）又は持参による。

７ 入札参加資格確認結果の通知

入札参加資格確認結果は、令和５年３月１３日までに通知する。

８ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

(1)提出場所 宮崎県消費生活センター啓発担当

(2)提出期限 令和５年３月１７日 午後５時

(3)提出方法 郵送（書留郵便に限る。３月１７日必着）又は持参による。



(4)その他 入札書には、前項に定める入札参加資格確認結果の写しを添付するものとする。

９ 開札場所及び日時

(1)場所 宮崎県庁防災庁舎７階防７３号室 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

(2)日時 令和５年３月２２日 １１時００分

10 入札保証金

入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１００条の規定

による。

11 入札の無効に関する事項

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

(1) 虚偽の申請を行った者のした入札

(2) 入札参加資格のない者（入札参加資格の確認時に入札参加資格を有していたものの、そ

の後、入札までの間に、指名停止等により入札参加資格を失った者を含む。）のした入札

(3) 同一人が同一事項についてした２通以上の入札

(4) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札

(5) 入札書の表記金額を訂正した入札

(6) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した又は不明な入札

(7) 入札条件に違反した入札

(8) 連合その他不正行為があった入札

12 落札者の決定の方法

(1) 予定価格の範囲以内で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち最低価格の入札

を行った者を落札者とする。

(2) 落札となるべき同価の入札をした者が２名以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを引

かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に立ち会わ

ない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係のない職員に

くじを引かせるものとする。

13 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県消費生活センター啓発担当 宮崎市江平西２丁目１番２０号

郵便番号８８０－００５１ 電話番号０９８５－３２－７１７１

14 その他

(1) この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

(2) この競争入札は令和５年度宮崎県一般会計予算の成立を条件とする。



入札公告

条件付一般競争入札を次のとおり実施する。

令和５年２月２１日

宮崎県立こども療育センター所長 川野 彰裕

１ 競争入札に付する事項

(1) 委託件名 宮崎県立こども療育センター警備業務

(2) 委託内容 警備業務

(3) 委託場所 宮崎県立こども療育センター

宮崎市清武町木原４２５７の８

(4) 委託期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

(5) 最低制限価格

最低制限価格を設けるものとし、最低制限価格に満たない入札については、これを無

効とする。

(6) 入札方法

ア (1)の委託件名について入札を実施する。落札決定にあたっては、入札書に記載し
た金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 開札した場合において、予定価格の制限の範囲内の価格で、最低制限価格以上の価

格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行うものとする。

ウ 入札の回数は、２回を限度とする。

２ 契約に係る特約事項

(1) 県は、上記１の(4)の委託期間内において次に掲げる場合のいずれかに該当するとき
は、本件契約を解除するものとする。

ア 本件契約の相手方が契約期間中に委託業務を継続する見込みがないと認められると

き。

イ 本件契約の相手方の業務の実施が著しく不誠実と認められ、又は契約を誠実に履行

する意思がないと認められるとき。

ウ 本件契約の相手方が次のいずれかに該当するとき。

(ｱ) 暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は宮崎県暴力団排除条例（平成２３

年宮崎県条例第１８号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）

であると認められるとき。

(ｲ) 役員等（役員又は支社、支店若しくは営業所の代表をいう。以下同じ。）が、暴

力団関係者であると認められるとき。

(ｳ) 暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(ｴ) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団関係者を利用するなどしたと認められるとき。

(ｵ) 資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が(ｱ)から(ｴ)までの

いずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

(ｶ) (ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約

の相手方としていた場合（(ｵ)に該当する場合を除く。）において、県が当該契約

の解除を求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。

エ 上記アからウまでに掲げる場合のほか、本件契約の相手方が本件契約に違反した場

合

(2) 県は、(1)の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損害については、その賠
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償の責めを負わないものとする。

３ 競争入札に参加する者に必要な資格

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。

(2) 清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（昭和５４年１月

１２日告示第４１号。以下「要綱」という。）第２条第１項に規定する競争入札参加資

格者名簿（以下「名簿」という。）に登録された者であること。

(3) 県内に本店を有する者であること。

(4) 宮崎県の県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）、特別法人事業税又は地方法人

特別税及びこれらに附帯する徴収金に未納がないことを確認できる者であること。

(5) 次のいずれかに該当する者であること。

ア 令和４年度において当該入札に係る物件を受託し、誠実に業務を履行している者。

イ 令和４年度に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、種類及び規模をほぼ同

じくする契約（６箇月以上継続したもの）に基づく業務（以下「同種業務」という。）

を誠実に履行しており、その業務が令和４年度内に終了する者。

ウ 令和２年４月１日から令和４年度の入札参加資格確認申請の日の前日までの間

に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、同種業務を１回以上誠実に履行した

実績を有する者。

(6) 公告日から入札日までのいずれの日においても、要綱第９条の規定に基づく指名停止

を受けていない者であること。

(7) 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第５条の規定による宮崎県公安委員会の認定

を受け、又は同法第９条若しくは第４０条の規定による宮崎県公安委員会へ届出を行っ

た者であること。

４ 契約条項を示す場所及び期間

(1)場所 宮崎県立こども療育センター総務課総務担当 宮崎市清武町木原４２５７の８

郵便番号８８９－１６０１ 電話番号０９８５－８５－６５００

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月１７日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除

く。午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

５ 入札説明書の交付場所及び交付期間

(1)場所 宮崎県立こども療育センター総務課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

６ 入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出場所、提出期間及び提出方法

(1)場所 宮崎県立こども療育センター総務課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

(3)方法 郵送（書留郵便に限る。３月６日必着）又は持参による。

７ 入札参加資格確認結果の通知

入札参加資格確認結果は、令和５年３月１３日までに通知する。

８ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

(1)提出場所 宮崎県立こども療育センター総務課総務担当

(2)提出期限 令和５年３月１７日 午後５時



(3)提出方法 郵送（書留郵便に限る。３月１７日必着）又は持参による。

(4)その他 入札書には、前項に定める入札参加資格確認結果の写しを添付するものとする。

９ 開札場所及び日時

(1)場所 宮崎県庁防災庁舎７階防７３号室 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

(2)日時 令和５年３月２２日 １４時５０分

10 入札保証金

入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１００条の

規定による。

11 入札の無効に関する事項

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

(1) 虚偽の申請を行った者のした入札

(2) 入札参加資格のない者（入札参加資格の確認時に入札参加資格を有していたものの、

その後、入札までの間に、指名停止等により入札参加資格を失った者を含む。）のした

入札

(3) 同一人が同一事項についてした２通以上の入札

(4) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札

(5) 入札書の表記金額を訂正した入札

(6) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した又は不明な入札

(7) 入札条件に違反した入札

(8) 連合その他不正行為があった入札

12 落札者の決定の方法

(1) 予定価格の範囲以内で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち最低価格の

入札を行った者を落札者とする。

(2) 落札となるべき同価の入札をした者が２名以上あるときは、直ちに当該入札者にくじ

を引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に

立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係

のない職員にくじを引かせるものとする。

13 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県立こども療育センター総務課総務担当 宮崎市清武町木原４２５７の８

郵便番号８８９－１６０１ 電話番号０９８５－８５－６５００

14 その他

(1) この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

(2) この競争入札は令和５年度宮崎県一般会計予算の成立を条件とする。



入札公告

条件付一般競争入札を次のとおり実施する。

令和５年２月２１日

宮崎県知事 河野 俊嗣

１ 競争入札に付する事項

(1) 委託件名 宮崎県保健所等警備業務（総合保健センター他１施設）

(2) 委託内容 警備業務

(3) 委託場所

ア 総合保健センター（宮崎市霧島１の１の２）

イ 中央福祉こどもセンター（宮崎市霧島１の１の２）

(4) 委託期間 令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで

(5) 最低制限価格

最低制限価格を設けるものとし、最低制限価格に満たない入札については、これを無

効とする。

(6) 入札方法

ア (1)の委託件名について入札を実施する。落札決定にあたっては、入札書に記載し
た金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 開札した場合において、予定価格の制限の範囲内の価格で、最低制限価格以上の価

格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行うものとする。

ウ 入札の回数は、２回を限度とする。

２ 契約に係る特約事項

(1) この競争入札に係る契約（以下「本件契約」という。）は、地方自治法（昭和２２年
法律第６７号）第２３４条の３の規定に基づく契約である。

(2) 県は、上記１の(4)の委託期間内において次に掲げる場合のいずれかに該当するとき
は、本件契約を解除するものとする。

ア 本件契約の相手方が契約期間中に委託業務を継続する見込みがないと認められると

き。

イ 本件契約の相手方の業務の実施が著しく不誠実と認められ、又は契約を誠実に履行

する意思がないと認められるとき。

ウ 本件契約の相手方が次のいずれかに該当するとき。

(ｱ) 暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は宮崎県暴力団排除条例（平成２３

年宮崎県条例第１８号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）

であると認められるとき。

(ｲ) 役員等（役員又は支社、支店若しくは営業所の代表をいう。以下同じ。）が、暴

力団関係者であると認められるとき。

(ｳ) 暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(ｴ) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団関係者を利用するなどしたと認められるとき。

(ｵ) 資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が(ｱ)から(ｴ)までの

いずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

(ｶ) (ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約

の相手方としていた場合（(ｵ)に該当する場合を除く。）において、県が当該契約

の解除を求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。
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エ 上記アからウまでに掲げる場合のほか、本件契約の相手方が本件契約に違反した場

合

オ 本件契約の締結日の属する年度の翌年度以降において本件契約に係る県の歳出予算

が減額され、又は削除されたとき。

(3) 県は、(2)の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損害については、その賠
償の責めを負わないものとする。

３ 競争入札に参加する者に必要な資格

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。

(2) 清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（昭和５４年１月

１２日告示第４１号。以下「要綱」という。）第２条第１項に規定する競争入札参加資

格者名簿（以下「名簿」という。）に登録された者であること。

(3) 名簿において等級Ａに格付けされている者であること。

(4) 県内に本店を有する者であること。

(5) 宮崎県の県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）、特別法人事業税又は地方法人

特別税及びこれらに附帯する徴収金に未納がないことを確認できる者であること。

(6) 次のいずれかに該当する者であること。

ア 令和４年度において当該入札に係る物件を受託し、誠実に業務を履行している者。

イ 令和４年度に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、種類及び規模をほぼ同

じくする契約（６箇月以上継続したもの）に基づく業務（以下「同種業務」という。）

を誠実に履行しており、その業務が令和４年度内に終了する者。

ウ 令和２年４月１日から令和４年度の入札参加資格確認申請の日の前日までの間

に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、同種業務を１回以上誠実に履行した

実績を有する者。

(7) 公告日から入札日までのいずれの日においても、要綱第９条の規定に基づく指名停止

を受けていない者であること。

(8) 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第５条の規定による宮崎県公安委員会の認定

を受け、又は同法第９条若しくは第４０条の規定による宮崎県公安委員会へ届出を行っ

た者であること。

４ 契約条項を示す場所及び期間

(1)場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

郵便番号８８０－０８０５ 電話番号０９８５－２６－７０７４

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月１７日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除

く。午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

５ 入札説明書の交付場所及び交付期間

(1)場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

６ 入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出場所、提出期間及び提出方法

(1)場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

(3)方法 郵送（書留郵便に限る。３月６日必着）又は持参による。



７ 入札参加資格確認結果の通知

入札参加資格確認結果は、令和５年３月１３日までに通知する。

８ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

(1)提出場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当

(2)提出期限 令和５年３月１７日 午後５時

(3)提出方法 郵送（書留郵便に限る。３月１７日必着）又は持参による。

(4)その他 入札書には、前項に定める入札参加資格確認結果の写しを添付するものとする。

９ 開札場所及び日時

(1)場所 宮崎県庁防災庁舎７階防７３号室 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

(2)日時 令和５年３月２２日 午前９時

10 入札保証金

入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１００条の

規定による。

11 入札の無効に関する事項

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

(1) 虚偽の申請を行った者のした入札

(2) 入札参加資格のない者（入札参加資格の確認時に入札参加資格を有していたものの、

その後、入札までの間に、指名停止等により入札参加資格を失った者を含む。）のし

た入札

(3) 同一人が同一事項についてした２通以上の入札

(4) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札

(5) 入札書の表記金額を訂正した入札

(6) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した又は不明な入札

(7) 入札条件に違反した入札

(8) 連合その他不正行為があった入札

12 落札者の決定の方法

(1) 予定価格の範囲以内で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち最低価格の

入札を行った者を落札者とする。

(2) 落札となるべき同価の入札をした者が２名以上あるときは、直ちに当該入札者にくじ

を引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に

立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係

のない職員にくじを引かせるものとする。

13 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

郵便番号８８０－０８０５ 電話番号０９８５－２６－７０７４

14 その他

(1) この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

(2) この競争入札は令和５年度宮崎県一般会計予算の成立を条件とする。



入札公告

条件付一般競争入札を次のとおり実施する。

令和５年２月２１日

宮崎県知事 河野 俊嗣

１ 競争入札に付する事項

(1) 委託件名 宮崎県保健所等警備業務（日南保健所他１施設）

(2) 委託内容 警備業務

(3) 委託場所

ア 日南保健所（日南市吾田西１の５の１０）

イ 衛生環境研究所（宮崎市学園木花台西２の３の２）

(4) 委託期間 令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで

(5) 最低制限価格

最低制限価格を設けるものとし、最低制限価格に満たない入札については、これを無

効とする。

(6) 入札方法

ア (1)の委託件名について入札を実施する。落札決定にあたっては、入札書に記載し
た金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 開札した場合において、予定価格の制限の範囲内の価格で、最低制限価格以上の価

格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行うものとする。

ウ 入札の回数は、２回を限度とする。

２ 契約に係る特約事項

(1) この競争入札に係る契約（以下「本件契約」という。）は、地方自治法（昭和２２年
法律第６７号）第２３４条の３の規定に基づく契約である。

(2) 県は、上記１の(4)の委託期間内において次に掲げる場合のいずれかに該当するとき
は、本件契約を解除するものとする。

ア 本件契約の相手方が契約期間中に委託業務を継続する見込みがないと認められると

き。

イ 本件契約の相手方の業務の実施が著しく不誠実と認められ、又は契約を誠実に履行

する意思がないと認められるとき。

ウ 本件契約の相手方が次のいずれかに該当するとき。

(ｱ) 暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は宮崎県暴力団排除条例（平成２３

年宮崎県条例第１８号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）

であると認められるとき。

(ｲ) 役員等（役員又は支社、支店若しくは営業所の代表をいう。以下同じ。）が、暴

力団関係者であると認められるとき。

(ｳ) 暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(ｴ) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団関係者を利用するなどしたと認められるとき。

(ｵ) 資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が(ｱ)から(ｴ)までの

いずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

(ｶ) (ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約

の相手方としていた場合（(ｵ)に該当する場合を除く。）において、県が当該契約

の解除を求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。

130022
テキストボックス
警備６




エ 上記アからウまでに掲げる場合のほか、本件契約の相手方が本件契約に違反した場

合

オ 本件契約の締結日の属する年度の翌年度以降において本件契約に係る県の歳出予算

が減額され、又は削除されたとき。

(3) 県は、(2)の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損害については、その賠
償の責めを負わないものとする。

３ 競争入札に参加する者に必要な資格

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。

(2) 清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（昭和５４年１月

１２日告示第４１号。以下「要綱」という。）第２条第１項に規定する競争入札参加資

格者名簿（以下「名簿」という。）に登録された者であること。

(3) 名簿において等級Ａに格付けされている者であること。

(4) 県内に本店を有する者であること。

(5) 宮崎県の県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）、特別法人事業税又は地方法人

特別税及びこれらに附帯する徴収金に未納がないことを確認できる者であること。

(6) 次のいずれかに該当する者であること。

ア 令和４年度において当該入札に係る物件を受託し、誠実に業務を履行している者。

イ 令和４年度に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、種類及び規模をほぼ同

じくする契約（６箇月以上継続したもの）に基づく業務（以下「同種業務」という。）

を誠実に履行しており、その業務が令和４年度内に終了する者。

ウ 令和２年４月１日から令和４年度の入札参加資格確認申請の日の前日までの間

に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、同種業務を１回以上誠実に履行した

実績を有する者。

(7) 公告日から入札日までのいずれの日においても、要綱第９条の規定に基づく指名停止

を受けていない者であること。

(8) 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第５条の規定による宮崎県公安委員会の認定

を受け、又は同法第９条若しくは第４０条の規定による宮崎県公安委員会へ届出を行っ

た者であること。

４ 契約条項を示す場所及び期間

(1)場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

郵便番号８８０－０８０５ 電話番号０９８５－２６－７０７４

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月１７日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除

く。午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

５ 入札説明書の交付場所及び交付期間

(1)場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

６ 入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出場所、提出期間及び提出方法

(1)場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

(3)方法 郵送（書留郵便に限る。３月６日必着）又は持参による。



７ 入札参加資格確認結果の通知

入札参加資格確認結果は、令和５年３月１３日までに通知する。

８ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

(1)提出場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当

(2)提出期限 令和５年３月１７日 午後５時

(3)提出方法 郵送（書留郵便に限る。３月１７日必着）又は持参による。

(4)その他 入札書には、前項に定める入札参加資格確認結果の写しを添付するものとする。

９ 開札場所及び日時

(1)場所 宮崎県庁防災庁舎７階防７３号室 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

(2)日時 令和５年３月２２日 午前９時２０分

10 入札保証金

入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１００条の

規定による。

11 入札の無効に関する事項

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

(1) 虚偽の申請を行った者のした入札

(2) 入札参加資格のない者（入札参加資格の確認時に入札参加資格を有していたものの、

その後、入札までの間に、指名停止等により入札参加資格を失った者を含む。）のし

た入札

(3) 同一人が同一事項についてした２通以上の入札

(4) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札

(5) 入札書の表記金額を訂正した入札

(6) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した又は不明な入札

(7) 入札条件に違反した入札

(8) 連合その他不正行為があった入札

12 落札者の決定の方法

(1) 予定価格の範囲以内で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち最低価格の

入札を行った者を落札者とする。

(2) 落札となるべき同価の入札をした者が２名以上あるときは、直ちに当該入札者にくじ

を引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に

立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係

のない職員にくじを引かせるものとする。

13 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

郵便番号８８０－０８０５ 電話番号０９８５－２６－７０７４

14 その他

(1) この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

(2) この競争入札は令和５年度宮崎県一般会計予算の成立を条件とする。



入札公告

条件付一般競争入札を次のとおり実施する。

令和５年２月２１日

宮崎県知事 河野 俊嗣

１ 競争入札に付する事項

(1) 委託件名 宮崎県保健所警備業務（都城保健所他１施設）

(2) 委託内容 警備業務

(3) 委託場所

ア 都城保健所（都城市上川東３の１４の３）

イ 小林保健所（小林市堤３０２０の１３）

(4) 委託期間 令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで

(5) 最低制限価格

最低制限価格を設けるものとし、最低制限価格に満たない入札については、これを無

効とする。

(6) 入札方法

ア (1)の委託件名について入札を実施する。落札決定にあたっては、入札書に記載し
た金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 開札した場合において、予定価格の制限の範囲内の価格で、最低制限価格以上の価

格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行うものとする。

ウ 入札の回数は、２回を限度とする。

２ 契約に係る特約事項

(1) この競争入札に係る契約（以下「本件契約」という。）は、地方自治法（昭和２２年
法律第６７号）第２３４条の３の規定に基づく契約である。

(2) 県は、上記１の(4)の委託期間内において次に掲げる場合のいずれかに該当するとき
は、本件契約を解除するものとする。

ア 本件契約の相手方が契約期間中に委託業務を継続する見込みがないと認められると

き。

イ 本件契約の相手方の業務の実施が著しく不誠実と認められ、又は契約を誠実に履行

する意思がないと認められるとき。

ウ 本件契約の相手方が次のいずれかに該当するとき。

(ｱ) 暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は宮崎県暴力団排除条例（平成２３

年宮崎県条例第１８号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）

であると認められるとき。

(ｲ) 役員等（役員又は支社、支店若しくは営業所の代表をいう。以下同じ。）が、暴

力団関係者であると認められるとき。

(ｳ) 暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(ｴ) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団関係者を利用するなどしたと認められるとき。

(ｵ) 資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が(ｱ)から(ｴ)までの

いずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

(ｶ) (ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約

の相手方としていた場合（(ｵ)に該当する場合を除く。）において、県が当該契約

の解除を求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。
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エ 上記アからウまでに掲げる場合のほか、本件契約の相手方が本件契約に違反した場

合

オ 本件契約の締結日の属する年度の翌年度以降において本件契約に係る県の歳出予算

が減額され、又は削除されたとき。

(3) 県は、(2)の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損害については、その賠
償の責めを負わないものとする。

３ 競争入札に参加する者に必要な資格

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。

(2) 清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（昭和５４年１月

１２日告示第４１号。以下「要綱」という。）第２条第１項に規定する競争入札参加資

格者名簿（以下「名簿」という。）に登録された者であること。

(3) 名簿において等級Ａに格付けされている者であること。

(4) 県内に本店を有する者であること。

(5) 宮崎県の県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）、特別法人事業税又は地方法人

特別税及びこれらに附帯する徴収金に未納がないことを確認できる者であること。

(6) 次のいずれかに該当する者であること。

ア 令和４年度において当該入札に係る物件を受託し、誠実に業務を履行している者。

イ 令和４年度に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、種類及び規模をほぼ同

じくする契約（６箇月以上継続したもの）に基づく業務（以下「同種業務」という。）

を誠実に履行しており、その業務が令和４年度内に終了する者。

ウ 令和２年４月１日から令和４年度の入札参加資格確認申請の日の前日までの間

に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、同種業務を１回以上誠実に履行した

実績を有する者。

(7) 公告日から入札日までのいずれの日においても、要綱第９条の規定に基づく指名停止

を受けていない者であること。

(8) 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第５条の規定による宮崎県公安委員会の認定

を受け、又は同法第９条若しくは第４０条の規定による宮崎県公安委員会へ届出を行っ

た者であること。

４ 契約条項を示す場所及び期間

(1)場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

郵便番号８８０－０８０５ 電話番号０９８５－２６－７０７４

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月１７日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除

く。午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

５ 入札説明書の交付場所及び交付期間

(1)場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

６ 入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出場所、提出期間及び提出方法

(1)場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

(3)方法 郵送（書留郵便に限る。３月６日必着）又は持参による。



７ 入札参加資格確認結果の通知

入札参加資格確認結果は、令和５年３月１３日までに通知する。

８ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

(1)提出場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当

(2)提出期限 令和５年３月１７日 午後５時

(3)提出方法 郵送（書留郵便に限る。３月１７日必着）又は持参による。

(4)その他 入札書には、前項に定める入札参加資格確認結果の写しを添付するものとする。

９ 開札場所及び日時

(1)場所 宮崎県庁防災庁舎７階防７３号室 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

(2)日時 令和５年３月２２日 午前９時４０分

10 入札保証金

入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１００条の

規定による。

11 入札の無効に関する事項

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

(1) 虚偽の申請を行った者のした入札

(2) 入札参加資格のない者（入札参加資格の確認時に入札参加資格を有していたものの、

その後、入札までの間に、指名停止等により入札参加資格を失った者を含む。）のし

た入札

(3) 同一人が同一事項についてした２通以上の入札

(4) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札

(5) 入札書の表記金額を訂正した入札

(6) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した又は不明な入札

(7) 入札条件に違反した入札

(8) 連合その他不正行為があった入札

12 落札者の決定の方法

(1) 予定価格の範囲以内で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち最低価格の

入札を行った者を落札者とする。

(2) 落札となるべき同価の入札をした者が２名以上あるときは、直ちに当該入札者にくじ

を引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に

立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係

のない職員にくじを引かせるものとする。

13 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

郵便番号８８０－０８０５ 電話番号０９８５－２６－７０７４

14 その他

(1) この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

(2) この競争入札は令和５年度宮崎県一般会計予算の成立を条件とする。



入札公告

条件付一般競争入札を次のとおり実施する。

令和５年２月２１日

宮崎県知事 河野 俊嗣

１ 競争入札に付する事項

(1) 委託件名 宮崎県保健所警備業務（高鍋保健所他１施設）

(2) 委託内容 警備業務

(3) 委託場所

ア 高鍋保健所（児湯郡高鍋町大字蚊口浦５１２０の１）

イ 日向保健所（日向市北町２の１６）

(4) 委託期間 令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで

(5) 最低制限価格

最低制限価格を設けるものとし、最低制限価格に満たない入札については、これを無

効とする。

(6) 入札方法

ア (1)の委託件名について入札を実施する。落札決定にあたっては、入札書に記載し
た金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 開札した場合において、予定価格の制限の範囲内の価格で、最低制限価格以上の価

格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行うものとする。

ウ 入札の回数は、２回を限度とする。

２ 契約に係る特約事項

(1) この競争入札に係る契約（以下「本件契約」という。）は、地方自治法（昭和２２年
法律第６７号）第２３４条の３の規定に基づく契約である。

(2) 県は、上記１の(4)の委託期間内において次に掲げる場合のいずれかに該当するとき
は、本件契約を解除するものとする。

ア 本件契約の相手方が契約期間中に委託業務を継続する見込みがないと認められると

き。

イ 本件契約の相手方の業務の実施が著しく不誠実と認められ、又は契約を誠実に履行

する意思がないと認められるとき。

ウ 本件契約の相手方が次のいずれかに該当するとき。

(ｱ) 暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は宮崎県暴力団排除条例（平成２３

年宮崎県条例第１８号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）

であると認められるとき。

(ｲ) 役員等（役員又は支社、支店若しくは営業所の代表をいう。以下同じ。）が、暴

力団関係者であると認められるとき。

(ｳ) 暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(ｴ) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団関係者を利用するなどしたと認められるとき。

(ｵ) 資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が(ｱ)から(ｴ)までの

いずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

(ｶ) (ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約

の相手方としていた場合（(ｵ)に該当する場合を除く。）において、県が当該契約

の解除を求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。
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エ 上記アからウまでに掲げる場合のほか、本件契約の相手方が本件契約に違反した場

合

オ 本件契約の締結日の属する年度の翌年度以降において本件契約に係る県の歳出予算

が減額され、又は削除されたとき。

(3) 県は、(2)の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損害については、その賠
償の責めを負わないものとする。

３ 競争入札に参加する者に必要な資格

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。

(2) 清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（昭和５４年１月

１２日告示第４１号。以下「要綱」という。）第２条第１項に規定する競争入札参加資

格者名簿（以下「名簿」という。）に登録された者であること。

(3) 名簿において等級Ａに格付けされている者であること。

(4) 県内に本店を有する者であること。

(5) 宮崎県の県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）、特別法人事業税又は地方法人

特別税及びこれらに附帯する徴収金に未納がないことを確認できる者であること。

(6) 次のいずれかに該当する者であること。

ア 令和４年度において当該入札に係る物件を受託し、誠実に業務を履行している者。

イ 令和４年度に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、種類及び規模をほぼ同

じくする契約（６箇月以上継続したもの）に基づく業務（以下「同種業務」という。）

を誠実に履行しており、その業務が令和４年度内に終了する者。

ウ 令和２年４月１日から令和４年度の入札参加資格確認申請の日の前日までの間

に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、同種業務を１回以上誠実に履行した

実績を有する者。

(7) 公告日から入札日までのいずれの日においても、要綱第９条の規定に基づく指名停止

を受けていない者であること。

(8) 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第５条の規定による宮崎県公安委員会の認定

を受け、又は同法第９条若しくは第４０条の規定による宮崎県公安委員会へ届出を行っ

た者であること。

４ 契約条項を示す場所及び期間

(1)場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

郵便番号８８０－０８０５ 電話番号０９８５－２６－７０７４

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月１７日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除

く。午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

５ 入札説明書の交付場所及び交付期間

(1)場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

６ 入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出場所、提出期間及び提出方法

(1)場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

(3)方法 郵送（書留郵便に限る。３月６日必着）又は持参による。



７ 入札参加資格確認結果の通知

入札参加資格確認結果は、令和５年３月１３日までに通知する。

８ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

(1)提出場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当

(2)提出期限 令和５年３月１７日 午後５時

(3)提出方法 郵送（書留郵便に限る。３月１７日必着）又は持参による。

(4)その他 入札書には、前項に定める入札参加資格確認結果の写しを添付するものとする。

９ 開札場所及び日時

(1)場所 宮崎県庁防災庁舎７階防７３号室 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

(2)日時 令和５年３月２２日 午前１０時

10 入札保証金

入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１００条の

規定による。

11 入札の無効に関する事項

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

(1) 虚偽の申請を行った者のした入札

(2) 入札参加資格のない者（入札参加資格の確認時に入札参加資格を有していたものの、

その後、入札までの間に、指名停止等により入札参加資格を失った者を含む。）のし

た入札

(3) 同一人が同一事項についてした２通以上の入札

(4) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札

(5) 入札書の表記金額を訂正した入札

(6) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した又は不明な入札

(7) 入札条件に違反した入札

(8) 連合その他不正行為があった入札

12 落札者の決定の方法

(1) 予定価格の範囲以内で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち最低価格の

入札を行った者を落札者とする。

(2) 落札となるべき同価の入札をした者が２名以上あるときは、直ちに当該入札者にくじ

を引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に

立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係

のない職員にくじを引かせるものとする。

13 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

郵便番号８８０－０８０５ 電話番号０９８５－２６－７０７４

14 その他

(1) この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

(2) この競争入札は令和５年度宮崎県一般会計予算の成立を条件とする。



入札公告

条件付一般競争入札を次のとおり実施する。

令和５年２月２１日

宮崎県知事 河野 俊嗣

１ 競争入札に付する事項

(1) 委託件名 宮崎県保健所警備業務（延岡保健所他１施設）

(2) 委託内容 警備業務

(3) 委託場所

ア 延岡保健所（延岡市大貫町１丁目２８４０）

イ 高千穂保健所（西臼杵郡高千穂町大字三田井１０８６の１）

(4) 委託期間 令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで

(5) 最低制限価格

最低制限価格を設けるものとし、最低制限価格に満たない入札については、これを無

効とする。

(6) 入札方法

ア (1)の委託件名について入札を実施する。落札決定にあたっては、入札書に記載し
た金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 開札した場合において、予定価格の制限の範囲内の価格で、最低制限価格以上の価

格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行うものとする。

ウ 入札の回数は、２回を限度とする。

２ 契約に係る特約事項

(1) この競争入札に係る契約（以下「本件契約」という。）は、地方自治法（昭和２２年
法律第６７号）第２３４条の３の規定に基づく契約である。

(2) 県は、上記１の(4)の委託期間内において次に掲げる場合のいずれかに該当するとき
は、本件契約を解除するものとする。

ア 本件契約の相手方が契約期間中に委託業務を継続する見込みがないと認められると

き。

イ 本件契約の相手方の業務の実施が著しく不誠実と認められ、又は契約を誠実に履行

する意思がないと認められるとき。

ウ 本件契約の相手方が次のいずれかに該当するとき。

(ｱ) 暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は宮崎県暴力団排除条例（平成２３

年宮崎県条例第１８号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）

であると認められるとき。

(ｲ) 役員等（役員又は支社、支店若しくは営業所の代表をいう。以下同じ。）が、暴

力団関係者であると認められるとき。

(ｳ) 暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(ｴ) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団関係者を利用するなどしたと認められるとき。

(ｵ) 資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が(ｱ)から(ｴ)までの

いずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

(ｶ) (ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約

の相手方としていた場合（(ｵ)に該当する場合を除く。）において、県が当該契約

の解除を求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。
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エ 上記アからウまでに掲げる場合のほか、本件契約の相手方が本件契約に違反した場

合

オ 本件契約の締結日の属する年度の翌年度以降において本件契約に係る県の歳出予算

が減額され、又は削除されたとき。

(3) 県は、(2)の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損害については、その賠
償の責めを負わないものとする。

３ 競争入札に参加する者に必要な資格

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。

(2) 清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（昭和５４年１月

１２日告示第４１号。以下「要綱」という。）第２条第１項に規定する競争入札参加資

格者名簿（以下「名簿」という。）に登録された者であること。

(3) 名簿において等級Ａに格付けされている者であること。

(4) 県内に本店を有する者であること。

(5) 宮崎県の県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）、特別法人事業税又は地方法人

特別税及びこれらに附帯する徴収金に未納がないことを確認できる者であること。

(6) 次のいずれかに該当する者であること。

ア 令和４年度において当該入札に係る物件を受託し、誠実に業務を履行している者。

イ 令和４年度に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、種類及び規模をほぼ同

じくする契約（６箇月以上継続したもの）に基づく業務（以下「同種業務」という。）

を誠実に履行しており、その業務が令和４年度内に終了する者。

ウ 令和２年４月１日から令和４年度の入札参加資格確認申請の日の前日までの間

に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、同種業務を１回以上誠実に履行した

実績を有する者。

(7) 公告日から入札日までのいずれの日においても、要綱第９条の規定に基づく指名停止

を受けていない者であること。

(8) 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第５条の規定による宮崎県公安委員会の認定

を受け、又は同法第９条若しくは第４０条の規定による宮崎県公安委員会へ届出を行っ

た者であること。

４ 契約条項を示す場所及び期間

(1)場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

郵便番号８８０－０８０５ 電話番号０９８５－２６－７０７４

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月１７日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除

く。午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

５ 入札説明書の交付場所及び交付期間

(1)場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

６ 入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出場所、提出期間及び提出方法

(1)場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

(3)方法 郵送（書留郵便に限る。３月６日必着）又は持参による。



７ 入札参加資格確認結果の通知

入札参加資格確認結果は、令和５年３月１３日までに通知する。

８ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

(1)提出場所 宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当

(2)提出期限 令和５年３月１７日 午後５時

(3)提出方法 郵送（書留郵便に限る。３月１７日必着）又は持参による。

(4)その他 入札書には、前項に定める入札参加資格確認結果の写しを添付するものとする。

９ 開札場所及び日時

(1)場所 宮崎県庁防災庁舎７階防７３号室 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

(2)日時 令和５年３月２２日 午前１０時２０分

10 入札保証金

入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１００条の

規定による。

11 入札の無効に関する事項

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

(1) 虚偽の申請を行った者のした入札

(2) 入札参加資格のない者（入札参加資格の確認時に入札参加資格を有していたものの、

その後、入札までの間に、指名停止等により入札参加資格を失った者を含む。）のし

た入札

(3) 同一人が同一事項についてした２通以上の入札

(4) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札

(5) 入札書の表記金額を訂正した入札

(6) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した又は不明な入札

(7) 入札条件に違反した入札

(8) 連合その他不正行為があった入札

12 落札者の決定の方法

(1) 予定価格の範囲以内で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち最低価格の

入札を行った者を落札者とする。

(2) 落札となるべき同価の入札をした者が２名以上あるときは、直ちに当該入札者にくじ

を引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に

立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係

のない職員にくじを引かせるものとする。

13 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県福祉保健部福祉保健課総務担当 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

郵便番号８８０－０８０５ 電話番号０９８５－２６－７０７４

14 その他

(1) この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

(2) この競争入札は令和５年度宮崎県一般会計予算の成立を条件とする。



入札公告

条件付一般競争入札を次のとおり実施する。

令和５年２月２１日

宮崎県日向保健所長 鮫島 祐子

１ 競争入札に付する事項

(1) 委託件名 宮崎県日向動物保護管理所機械警備業務

(2) 委託内容 機械警備業務

(3) 委託場所 宮崎県日向動物保護管理所

東臼杵郡門川町大字加草字山ノ神２７６番地４

(4) 委託期間 令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで

(5) 最低制限価格

最低制限価格を設けるものとし、最低制限価格に満たない入札については、これを無

効とする。

(6) 入札方法

ア (1)の委託件名について入札を実施する。落札決定にあたっては、入札書に記載し
た金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 開札した場合において、予定価格の制限の範囲内の価格で、最低制限価格以上の価

格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行うものとする。

ウ 入札の回数は、２回を限度とする。

２ 契約に係る特約事項

(1) この競争入札に係る契約（以下「本件契約」という。）は、地方自治法（昭和２２年
法律第６７号）第２３４条の３の規定に基づく契約である。

(2) 県は、上記１の(4)の委託期間内において次に掲げる場合のいずれかに該当するとき
は、本件契約を解除するものとする。

ア 本件契約の相手方が契約期間中に委託業務を継続する見込みがないと認められると

き。

イ 本件契約の相手方の業務の実施が著しく不誠実と認められ、又は契約を誠実に履行

する意思がないと認められるとき。

ウ 本件契約の相手方が次のいずれかに該当するとき。

(ｱ) 暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は宮崎県暴力団排除条例（平成２３

年宮崎県条例第１８号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）

であると認められるとき。

(ｲ) 役員等（役員又は支社、支店若しくは営業所の代表をいう。以下同じ。）が、暴

力団関係者であると認められるとき。

(ｳ) 暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(ｴ) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団関係者を利用するなどしたと認められるとき。

(ｵ) 資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が(ｱ)から(ｴ)までの

いずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

(ｶ) (ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約

の相手方としていた場合（(ｵ)に該当する場合を除く。）において、県が当該契約

の解除を求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。

エ 上記アからウまでに掲げる場合のほか、本件契約の相手方が本件契約に違反した場
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合

オ 本件契約の締結日の属する年度の翌年度以降において本件契約に係る県の歳出予算

が減額され、又は削除されたとき。

(3) 県は、(2)の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損害については、その賠
償の責めを負わないものとする。

３ 競争入札に参加する者に必要な資格

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。

(2) 清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（昭和５４年１月

１２日告示第４１号。以下「要綱」という。）第２条第１項に規定する競争入札参加資

格者名簿（以下「名簿」という。）に登録された者であること。

(3) 県内に本店を有する者であること。

(4) 宮崎県の県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）、特別法人事業税又は地方法人

特別税及びこれらに附帯する徴収金に未納がないことを確認できる者であること。

(5) 次のいずれかに該当する者であること。

ア 令和４年度において当該入札に係る物件を受託し、誠実に業務を履行している者。

イ 令和４年度に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、種類及び規模をほぼ同

じくする契約（６箇月以上継続したもの）に基づく業務（以下「同種業務」という。）

を誠実に履行しており、その業務が令和４年度内に終了する者。

ウ 令和２年４月１日から令和４年度の入札参加資格確認申請の日の前日までの間

に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、同種業務を１回以上誠実に履行した

実績を有する者。

(6) 公告日から入札日までのいずれの日においても、要綱第９条の規定に基づく指名停止

を受けていない者であること。

(7) 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第５条の規定による宮崎県公安委員会の認定

を受け、又は同法第９条若しくは第４０条の規定による宮崎県公安委員会へ届出を行っ

た者であること。

４ 契約条項を示す場所及び期間

(1)場所 宮崎県福祉保健部日向保健所総務企画課総務企画担当

日向市北町２丁目１６番地

郵便番号８８３－００４１ 電話番号０９８２－５２－５１０１

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月１７日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除

く。午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

５ 入札説明書の交付場所及び交付期間

(1)場所 宮崎県福祉保健部日向保健所総務企画課総務企画担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

６ 入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出場所、提出期間及び提出方法

(1)場所 宮崎県福祉保健部日向保健所総務企画課総務企画担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

(3)方法 郵送（書留郵便に限る。３月６日必着）又は持参による。



７ 入札参加資格確認結果の通知

入札参加資格確認結果は、令和５年３月１３日までに通知する。

８ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

(1)提出場所 宮崎県福祉保健部日向保健所総務企画課総務企画担当

(2)提出期限 令和５年３月１７日 午後５時

(3)提出方法 郵送（書留郵便に限る。３月１７日必着）又は持参による。

(4)その他 入札書には、前項に定める入札参加資格確認結果の写しを添付するものとする。

９ 開札場所及び日時

(1)場所 宮崎県庁防災庁舎７階防７３号室 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

(2)日時 令和５年３月２２日 １３時１０分

10 入札保証金

入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１００条の

規定による。

11 入札の無効に関する事項

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

(1) 虚偽の申請を行った者のした入札

(2) 入札参加資格のない者（入札参加資格の確認時に入札参加資格を有していたものの、

その後、入札までの間に、指名停止等により入札参加資格を失った者を含む。）のし

た入札

(3) 同一人が同一事項についてした２通以上の入札

(4) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札

(5) 入札書の表記金額を訂正した入札

(6) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した又は不明な入札

(7) 入札条件に違反した入札

(8) 連合その他不正行為があった入札

12 落札者の決定の方法

(1) 予定価格の範囲以内で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち最低価格の

入札を行った者を落札者とする。

(2) 落札となるべき同価の入札をした者が２名以上あるときは、直ちに当該入札者にくじ

を引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に

立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係

のない職員にくじを引かせるものとする。

13 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県福祉保健部日向保健所総務企画課総務企画担当

日向市北町２丁目１６番地

郵便番号８８３－００４１ 電話番号０９８２－５２－５１０１

14 その他

(1) この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

(2) この競争入札は令和５年度宮崎県一般会計予算の成立を条件とする。



入札公告

条件付一般競争入札を次のとおり実施する。

令和５年２月２１日

宮崎県知事 河野 俊嗣

１ 競争入札に付する事項

(1) 委託件名 宮崎県技能検定センター機械警備業務

(2) 委託内容 機械警備業務

(3) 委託場所 宮崎県技能検定センター

宮崎市学園木花台西２丁目４番地３

(4) 委託期間 令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで

(5) 最低制限価格

最低制限価格を設けるものとし、最低制限価格に満たない入札については、これを無

効とする。

(6) 入札方法

ア (1)の委託件名について入札を実施する。落札決定にあたっては、入札書に記載し

た金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 開札した場合において、予定価格の制限の範囲内の価格で、最低制限価格以上の価

格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行うものとする。

ウ 入札の回数は、２回を限度とする。

２ 契約に係る特約事項

(1) この競争入札に係る契約（以下「本件契約」という。）は、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２３４条の３の規定に基づく契約である。

(2) 県は、上記１の(4)の委託期間内において次に掲げる場合のいずれかに該当するとき

は、本件契約を解除するものとする。

ア 本件契約の相手方が契約期間中に委託業務を継続する見込みがないと認められると

き。

イ 本件契約の相手方の業務の実施が著しく不誠実と認められ、又は契約を誠実に履行

する意思がないと認められるとき。

ウ 本件契約の相手方が次のいずれかに該当するとき。

(ｱ) 暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は宮崎県暴力団排除条例（平成２３

年宮崎県条例第１８号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）

であると認められるとき。

(ｲ) 役員等（役員又は支社、支店若しくは営業所の代表をいう。以下同じ。）が、暴

力団関係者であると認められるとき。

(ｳ) 暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(ｴ) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団関係者を利用するなどしたと認められるとき。

(ｵ) 資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が(ｱ)から(ｴ)までの

いずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

(ｶ) (ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約

の相手方としていた場合（(ｵ)に該当する場合を除く。）において、県が当該契約

の解除を求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。

エ 上記アからウまでに掲げる場合のほか、本件契約の相手方が本件契約に違反した場
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合

オ 本件契約の締結日の属する年度の翌年度以降において本件契約に係る県の歳出予算

が減額され、又は削除されたとき。

(3) 県は、(2)の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損害については、その賠

償の責めを負わないものとする。

３ 競争入札に参加する者に必要な資格

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。

(2) 清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（昭和５４年１月

１２日告示第４１号。以下「要綱」という。）第２条第１項に規定する競争入札参加資

格者名簿（以下「名簿」という。）に登録された者であること。

(3) 県内に本店を有する者であること。

(4) 宮崎県の県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）、特別法人事業税又は地方法人

特別税及びこれらに附帯する徴収金に未納がないことを確認できる者であること。

(5) 次のいずれかに該当する者であること。

ア 令和４年度において当該入札に係る物件を受託し、誠実に業務を履行している者。

イ 令和４年度に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、種類及び規模をほぼ同

じくする契約（６箇月以上継続したもの）に基づく業務（以下「同種業務」という。）

を誠実に履行しており、その業務が令和４年度内に終了する者。

ウ 令和２年４月１日から令和４年度の入札参加資格確認申請の日の前日までの間

に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、同種業務を１回以上誠実に履行した

実績を有する者。

(6) 公告日から入札日までのいずれの日においても、要綱第９条の規定に基づく指名停止

を受けていない者であること。

(7) 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第５条の規定による宮崎県公安委員会の認定

を受け、又は同法第９条若しくは第４０条の規定による宮崎県公安委員会へ届出を行っ

た者であること。

４ 契約条項を示す場所及び期間

(1)場所 宮崎県商工観光労働部雇用労働政策課人材育成担当

宮崎市橘通東２丁目１０番１号（県庁８号館）

郵便番号８８０－８５０１ 電話番号０９８５－２６－７１０７

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月１７日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除

く。午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

５ 入札説明書の交付場所及び交付期間

(1)場所 宮崎県商工観光労働部雇用労働政策課人材育成担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

６ 入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出場所、提出期間及び提出方法

(1)場所 宮崎県商工観光労働部雇用労働政策課人材育成担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

(3)方法 郵送（書留郵便に限る。３月６日必着）又は持参による。

７ 入札参加資格確認結果の通知



入札参加資格確認結果は、令和５年３月１３日までに通知する。

８ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

(1)提出場所 宮崎県商工観光労働部雇用労働政策課人材育成担当

(2)提出期限 令和５年３月１７日 午後５時

(3)提出方法 郵送（書留郵便に限る。３月１７日必着）又は持参による。

(4)その他 入札書には、前項に定める入札参加資格確認結果の写しを添付するものとする。

９ 開札場所及び日時

(1)場所 宮崎県庁防災庁舎７階防７３号室 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

(2)日時 令和５年３月２２日 午後３時１０分

10 入札保証金

入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１００条の

規定による。

11 入札の無効に関する事項

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

(1) 虚偽の申請を行った者のした入札

(2) 入札参加資格のない者（入札参加資格の確認時に入札参加資格を有していたものの、

その後、入札までの間に、指名停止等により入札参加資格を失った者を含む。）のし

た入札

(3) 同一人が同一事項についてした２通以上の入札

(4) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札

(5) 入札書の表記金額を訂正した入札

(6) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した又は不明な入札

(7) 入札条件に違反した入札

(8) 連合その他不正行為があった入札

12 落札者の決定の方法

(1) 予定価格の範囲以内で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち最低価格の

入札を行った者を落札者とする。

(2) 落札となるべき同価の入札をした者が２名以上あるときは、直ちに当該入札者にくじ

を引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に

立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係

のない職員にくじを引かせるものとする。

13 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県商工観光労働部雇用労働政策課人材育成担当

宮崎市橘通東２丁目１０番１号（県庁８号館）

郵便番号８８０－８５０１ 電話番号０９８５－２６－７１０７

14 その他

(1) この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

(2) この競争入札は令和５年度宮崎県一般会計予算の成立を条件とする。



入札公告

条件付一般競争入札を次のとおり実施する。

令和５年２月２１日

宮崎県中部港湾事務所長 明比 健一郎

１ 競争入札に付する事項

(1) 委託件名 宮崎港臨港道路管理用ゲート等警備業務

(2) 委託内容 巡回警備等業務

(3) 委託場所 宮崎港臨港道路、宮崎港第１１号岸壁

宮崎市港１丁目他 計９地点（ただし、うち３地点は異常気象時等のみ）

(4) 委託期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

(5) 最低制限価格

最低制限価格を設けるものとし、最低制限価格に満たない入札については、これを無

効とする。

(6) 入札方法

ア (1)の委託件名について入札を実施する。落札決定にあたっては、入札書に記載し

た金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 開札した場合において、予定価格の制限の範囲内の価格で、最低制限価格以上の価

格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行うものとする。

ウ 入札の回数は、２回を限度とする。

２ 契約に係る特約事項

(1) 県は、上記１の(4)の委託期間内において次に掲げる場合のいずれかに該当するとき

は、本件契約を解除するものとする。

ア 本件契約の相手方が契約期間中に委託業務を継続する見込みがないと認められると

き。

イ 本件契約の相手方の業務の実施が著しく不誠実と認められ、又は契約を誠実に履行

する意思がないと認められるとき。

ウ 本件契約の相手方が次のいずれかに該当するとき。

(ｱ) 暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は宮崎県暴力団排除条例（平成２３

年宮崎県条例第１８号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）

であると認められるとき。

(ｲ) 役員等（役員又は支社、支店若しくは営業所の代表をいう。以下同じ。）が、暴

力団関係者であると認められるとき。

(ｳ) 暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(ｴ) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団関係者を利用するなどしたと認められるとき。

(ｵ) 資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が(ｱ)から(ｴ)までの

いずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

(ｶ) (ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約

の相手方としていた場合（(ｵ)に該当する場合を除く。）において、県が当該契約

の解除を求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。

エ 上記アからウまでに掲げる場合のほか、本件契約の相手方が本件契約に違反した場

合

(2) 県は、(1)の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損害については、その賠
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償の責めを負わないものとする。

３ 競争入札に参加する者に必要な資格

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。

(2) 清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（昭和５４年１月

１２日告示第４１号。以下「要綱」という。）第２条第１項に規定する競争入札参加資

格者名簿（以下「名簿」という。）に登録された者であること。

(3) 県内に本店を有する者であること。

(4) 宮崎県の県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）、特別法人事業税又は地方法人

特別税及びこれらに附帯する徴収金に未納がないことを確認できる者であること。

(5) 次のいずれかに該当する者であること。

ア 令和４年度において当該入札に係る物件を受託し、誠実に業務を履行している者。

イ 令和４年度に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、種類及び規模をほぼ同

じくする契約（６箇月以上継続したもの）に基づく業務（以下「同種業務」という。）

を誠実に履行しており、その業務が令和４年度内に終了する者。

ウ 令和２年４月１日から令和４年度の入札参加資格確認申請の日の前日までの間に、

宮崎県内に所在する建物（施設）において、同種業務を１回以上誠実に履行した実績

を有する者。

(6) 公告日から入札日までのいずれの日においても、要綱第９条の規定に基づく指名停止

を受けていない者であること。

(7) 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第５条の規定による宮崎県公安委員会の認定

を受け、又は同法第９条若しくは第４０条の規定による宮崎県公安委員会へ届出を行っ

た者であること。

４ 契約条項を示す場所及び期間

(1)場所 宮崎県中部港湾事務所 総務課 管理担当 宮崎市港１丁目１８番地

郵便番号８８０－０８５８ 電話番号０９８５－２４－６２２４

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月１７日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除

く。午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

５ 入札説明書の交付場所及び交付期間

(1)場所 宮崎県中部港湾事務所 総務課 管理担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

６ 入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出場所、提出期間及び提出方法

(1)場所 宮崎県中部港湾事務所 総務課 管理担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

(3)方法 郵送（書留郵便に限る。３月６日必着）又は持参による。

７ 入札参加資格確認結果の通知

入札参加資格確認結果は、令和５年３月１３日までに通知する。

８ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

(1)提出場所 宮崎県中部港湾事務所 総務課 管理担当

(2)提出期限 令和５年３月１７日 午後５時



(3)提出方法 郵送（書留郵便に限る。３月１７日必着）又は持参による。

(4)その他 入札書には、前項に定める入札参加資格確認結果の写しを添付するものとする。

９ 開札場所及び日時

(1)場所 宮崎県庁防災庁舎７階防７３号室 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

(2)日時 令和５年３月２２日 午後３時３０分

10 入札保証金

入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１００条の

規定による。

11 入札の無効に関する事項

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

(1) 虚偽の申請を行った者のした入札

(2) 入札参加資格のない者（入札参加資格の確認時に入札参加資格を有していたものの、

その後、入札までの間に、指名停止等により入札参加資格を失った者を含む。）のし

た入札

(3) 同一人が同一事項についてした２通以上の入札

(4) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札

(5) 入札書の表記金額を訂正した入札

(6) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した又は不明な入札

(7) 入札条件に違反した入札

(8) 連合その他不正行為があった入札

12 落札者の決定の方法

(1) 予定価格の範囲以内で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち最低価格の

入札を行った者を落札者とする。

(2) 落札となるべき同価の入札をした者が２名以上あるときは、直ちに当該入札者にくじ

を引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に

立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係

のない職員にくじを引かせるものとする。

13 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県中部港湾事務所 総務課 管理担当 宮崎市港１丁目１８番地

郵便番号８８０－０８５８ 電話番号０９８５－２４－６２２４

14 その他

(1) この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

(2) この競争入札は令和５年度宮崎県一般会計予算の成立を条件とする。



入札公告

条件付一般競争入札を次のとおり実施する。

令和５年２月２１日

宮崎県油津港湾事務所長 小野 勘治

１ 競争入札に付する事項

(1) 委託件名 油津港東地区第９・１０埠頭出入管理保安業務

(2) 委託内容 人・車両・貨物の出入管理保安業務

(3) 委託場所 宮崎県油津港東地区第９・１０岸壁及び荷捌場

日南市大字平野字大節８３３８番４１

(4) 委託期間 令和５年４月１日から令和８年７月３１日まで

(5) 最低制限価格

最低制限価格を設けるものとし、最低制限価格に満たない入札については、これを無

効とする。

(6) 入札方法

ア (1)の委託件名について入札を実施する。落札決定にあたっては、入札書に記載し
た金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 開札した場合において、予定価格の制限の範囲内の価格で、最低制限価格以上の価

格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行うものとする。

ウ 入札の回数は、２回を限度とする。

２ 契約に係る特約事項

(1) この競争入札に係る契約（以下「本件契約」という。）は、地方自治法（昭和２２年
法律第６７号）第２３４条の３の規定に基づく契約である。

(2) 県は、上記１の(4)の委託期間内において次に掲げる場合のいずれかに該当するとき
は、本件契約を解除するものとする。

ア 本件契約の相手方が契約期間中に委託業務を継続する見込みがないと認められると

き。

イ 本件契約の相手方の業務の実施が著しく不誠実と認められ、又は契約を誠実に履行

する意思がないと認められるとき。

ウ 本件契約の相手方が次のいずれかに該当するとき。

(ｱ) 暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は宮崎県暴力団排除条例（平成２３

年宮崎県条例第１８号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）

であると認められるとき。

(ｲ) 役員等（役員又は支社、支店若しくは営業所の代表をいう。以下同じ。）が、暴

力団関係者であると認められるとき。

(ｳ) 暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(ｴ) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団関係者を利用するなどしたと認められるとき。

(ｵ) 資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が(ｱ)から(ｴ)までの

いずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

(ｶ) (ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約

の相手方としていた場合（(ｵ)に該当する場合を除く。）において、県が当該契約

の解除を求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。

エ 上記アからウまでに掲げる場合のほか、本件契約の相手方が本件契約に違反した場
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合

オ 本件契約の締結日の属する年度の翌年度以降において本件契約に係る県の歳出予算

が減額され、又は削除されたとき。

(3) 県は、(2)の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損害については、その賠
償の責めを負わないものとする。

３ 競争入札に参加する者に必要な資格

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。

(2) 清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（昭和５４年１月

１２日告示第４１号。以下「要綱」という。）第２条第１項に規定する競争入札参加資

格者名簿（以下「名簿」という。）に登録された者であること。

(3) 名簿において等級Ａに格付けされている者であること。

(4) 県内に本店を有する者であること。

(5) 宮崎県の県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）、特別法人事業税又は地方法人

特別税及びこれらに附帯する徴収金に未納がないことを確認できる者であること。

(6) 次のいずれかに該当する者であること。

ア 令和４年度において当該入札に係る物件を受託し、誠実に業務を履行している者。

イ 令和４年度に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、種類及び規模をほぼ同

じくする契約（６箇月以上継続したもの）に基づく業務（以下「同種業務」という。）

を誠実に履行しており、その業務が令和４年度内に終了する者。

ウ 令和２年４月１日から令和４年度の入札参加資格確認申請の日の前日までの間

に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、同種業務を１回以上誠実に履行した

実績を有する者。

(7) 公告日から入札日までのいずれの日においても、要綱第９条の規定に基づく指名停止

を受けていない者であること。

(8) 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第５条の規定による宮崎県公安委員会の認定

を受け、又は同法第９条若しくは第４０条の規定による宮崎県公安委員会へ届出を行っ

た者であること。

４ 契約条項を示す場所及び期間

(1)場所 宮崎県油津港湾事務所港営課港営担当 日南市油津４－１２－１６

郵便番号８８７－０００１ 電話番号０９８７－２３－３１２５

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月１７日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除

く。午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

５ 入札説明書の交付場所及び交付期間

(1)場所 宮崎県油津港湾事務所港営課港営担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

６ 入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出場所、提出期間及び提出方法

(1)場所 宮崎県油津港湾事務所港営課港営担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

(3)方法 郵送（書留郵便に限る。３月６日必着）又は持参による。



７ 入札参加資格確認結果の通知

入札参加資格確認結果は、令和５年３月１３日までに通知する。

８ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

(1)提出場所 宮崎県油津港湾事務所港営課港営担当

(2)提出期限 令和５年３月１７日 午後５時

(3)提出方法 郵送（書留郵便に限る。３月１７日必着）又は持参による。

(4)その他 入札書には、前項に定める入札参加資格確認結果の写しを添付するものとする。

９ 開札場所及び日時

(1)場所 宮崎県庁防災庁舎７階防７３号室 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

(2)日時 令和５年３月２２日 １３時３０分

10 入札保証金

入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１００条の

規定による。

11 入札の無効に関する事項

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

(1) 虚偽の申請を行った者のした入札

(2) 入札参加資格のない者（入札参加資格の確認時に入札参加資格を有していたものの、

その後、入札までの間に、指名停止等により入札参加資格を失った者を含む。）のし

た入札

(3) 同一人が同一事項についてした２通以上の入札

(4) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札

(5) 入札書の表記金額を訂正した入札

(6) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した又は不明な入札

(7) 入札条件に違反した入札

(8) 連合その他不正行為があった入札

12 落札者の決定の方法

(1) 予定価格の範囲以内で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち最低価格の

入札を行った者を落札者とする。

(2) 落札となるべき同価の入札をした者が２名以上あるときは、直ちに当該入札者にくじ

を引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に

立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係

のない職員にくじを引かせるものとする。

13 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県油津港湾事務所港営課港営担当 日南市油津４－１２－１６

郵便番号８８７－０００１ 電話番号０９８７－２３－３１２５

14 その他

(1) この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

(2) この競争入札は令和５年度宮崎県一般会計予算の成立を条件とする。



入札公告

条件付一般競争入札を次のとおり実施する。

令和５年２月２１日

宮崎県油津港湾事務所長 小野 勘治

１ 競争入札に付する事項

( ) 委託件名 宮崎県油津港湾事務所機械警備業務1
( ) 委託内容 機械警備業務2
( ) 委託場所 宮崎県油津港湾事務所3

日南市油津４丁目１２番１６号

( ) 委託期間 令和５年４月１日から令和８年７月３１日まで4
( ) 最低制限価格5

最低制限価格は設定しない。

( ) 入札方法6
ア ( )の委託件名について入札を実施する。落札決定にあたっては、入札書に記載し1
た金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（１円未満の端数

、 ） 、 、があるときは その端数を切り捨てた金額 をもって落札価格とするので 入札者は

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 開札した場合において、予定価格の制限範囲内の価格の入札がないときは、直ちに

再度の入札を行うものとする。

ウ 入札の回数は、２回を限度とする。

２ 契約に係る特約事項

( ) この競争入札に係る契約（以下「本件契約」という ）は、地方自治法（昭和２２年1 。

法律第６７号）第２３４条の３の規定に基づく契約である。

( ) 県は、上記１の( )の委託期間内において次に掲げる場合のいずれかに該当するとき2 4
は、本件契約を解除するものとする。

ア 本件契約の相手方が契約期間中に委託業務を継続する見込みがないと認められると

き。

イ 本件契約の相手方の業務の実施が著しく不誠実と認められ、又は契約を誠実に履行

する意思がないと認められるとき。

ウ 本件契約の相手方が次のいずれかに該当するとき。

(ｱ) 暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は宮崎県暴力団排除条例（平成２３

） 。 。）年宮崎県条例第１８号 第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう 以下同じ

であると認められるとき。

(ｲ) 役員等（役員又は支社、支店若しくは営業所の代表をいう。以下同じ ）が、暴。

力団関係者であると認められるとき。

(ｳ) 暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(ｴ) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団関係者を利用するなどしたと認められるとき。

(ｵ) 資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が(ｱ)から(ｴ)までの

、 。いずれかに該当することを知りながら 当該者と契約を締結したと認められるとき

(ｶ) (ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約

の相手方としていた場合（(ｵ)に該当する場合を除く ）において、県が当該契約。

の解除を求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。

エ 上記アからウまでに掲げる場合のほか、本件契約の相手方が本件契約に違反した場

合
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オ 本件契約の締結日の属する年度の翌年度以降において本件契約に係る県の歳出予算

が減額され、又は削除されたとき。

( ) 県は、( )の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損害については、その賠3 2
償の責めを負わないものとする。

３ 競争入札に参加する者に必要な資格

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。

( ) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者1
であること。

( ) 清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（昭和５４年１月2
１２日告示第４１号。以下「要綱」という ）第２条第１項に規定する競争入札参加資。

格者名簿（以下「名簿」という ）に登録された者であること。。

( ) 県内に本店を有する者であること。3
( ) 宮崎県の県税（個人県民税及び地方消費税を除く 、特別法人事業税又は地方法人4 。）

特別税及びこれらに附帯する徴収金に未納がないことを確認できる者であること。

( ) 次のいずれかに該当する者であること。5
ア 令和４年度において当該入札に係る物件を受託し、誠実に業務を履行している者。

イ 令和４年度に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、種類及び規模をほぼ同

（ ） （ 「 」 。）じくする契約 ６箇月以上継続したもの に基づく業務 以下 同種業務 という

を誠実に履行しており、その業務が令和４年度内に終了する者。

ウ 令和２年４月１日から令和４年度の入札参加資格確認申請の日の前日までの間

に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、同種業務を１回以上誠実に履行した

実績を有する者。

要綱第９条の規定に基づく指名停止( ) 公告日から入札日までのいずれの日においても、6
を受けていない者であること。

( ) 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第５条の規定による宮崎県公安委員会の認定7
を受け、又は同法第９条若しくは第４０条の規定による宮崎県公安委員会へ届出を行っ

た者であること。

４ 契約条項を示す場所及び期間

( )場所 宮崎県油津港湾事務所港営課港営担当 日南市油津４丁目１２番１６号1
郵便番号８８７－０００１ 電話番号０９８７－２３－３１２５

( )期間 令和５年２月２１日から令和５年３月１７日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除2
く。午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く ）。）

５ 入札説明書の交付場所及び交付期間

( )場所 宮崎県油津港湾事務所港営課港営担当1
（ 、 。( )期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで 土曜日 日曜日及び祝日を除く2

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く ）。）

６ 入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出場所、提出期間及び提出方法

( )場所 宮崎県油津港湾事務所港営課港営担当1
（ 、 。( )期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで 土曜日 日曜日及び祝日を除く2

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く ）。）

(3)方法 郵送（書留郵便に限る。３月６日必着）又は持参による。

７ 入札参加資格確認結果の通知

入札参加資格確認結果は、令和５年３月１３日までに通知する。



８ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

( )提出場所 宮崎県油津港湾事務所港営課港営担当1
( )提出期限 令和５年３月１７日 午後５時2
( )提出方法 郵送（書留郵便に限る。３月１７日必着）又は持参による。3

、 。( )その他 入札書には 前項に定める入札参加資格確認結果の写しを添付するものとする4

９ 開札場所及び日時

( )場所 宮崎県庁防災庁舎７階防７３号室 宮崎市橘通東一丁目９番１８号1
( )日時 令和５年３月２２日 午後１時５０分2

入札保証金10
入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１００条の

規定による。

入札の無効に関する事項11
次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

(1) 虚偽の申請を行った者のした入札

(2) 入札参加資格のない者（入札参加資格の確認時に入札参加資格を有していたものの、

その後、入札までの間に、指名停止等により入札参加資格を失った者を含む ）のした。

入札

(3) 同一人が同一事項についてした２通以上の入札

(4) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札

(5) 入札書の表記金額を訂正した入札

(6) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した又は不明な入札

( ) 入札条件に違反した入札7
( ) 連合その他不正行為があった入札8

落札者の決定の方法12
( ) 予定価格の範囲以内で、最低価格の入札を行った者を落札者とする。1
( ) 落札となるべき同価の入札をした者が２名以上あるときは、直ちに当該入札者にくじ2
を引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に

立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係

のない職員にくじを引かせるものとする。

契約に関する事務を担当する部局等13
宮崎県油津港湾事務所港営課港営担当 日南市油津４丁目１２番１６号

郵便番号８８７－０００１ 電話番号０９８７－２３－３１２５

その他14
( ) この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。1
( ) この競争入札は令和５年度宮崎県一般会計予算の成立を条件とする。2



入札公告

条件付一般競争入札を次のとおり実施する。

令和５年２月２１日

宮崎県教育研修センター所長 黒木 貴

１ 競争入札に付する事項

(1) 委託件名 宮崎県教育研修センター警備業務

(2) 委託内容 警備業務

(3) 委託場所 宮崎県教育研修センター

宮崎市阿波岐原町前浜４２７６番７２９

(4) 委託期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

(5) 最低制限価格

最低制限価格を設けるものとし、最低制限価格に満たない入札については、これを無

効とする。

(6) 入札方法

ア (1)の委託件名について入札を実施する。落札決定にあたっては、入札書に記載し
た金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 開札した場合において、予定価格の制限の範囲内の価格で、最低制限価格以上の価

格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行うものとする。

ウ 入札の回数は、２回を限度とする。

２ 契約に係る特約事項

(1) 県は、上記１の(4)の委託期間内において次に掲げる場合のいずれかに該当するとき
は、本件契約を解除するものとする。

ア 本件契約の相手方が契約期間中に委託業務を継続する見込みがないと認められると

き。

イ 本件契約の相手方の業務の実施が著しく不誠実と認められ、又は契約を誠実に履行

する意思がないと認められるとき。

ウ 本件契約の相手方が次のいずれかに該当するとき。

(ｱ) 暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は宮崎県暴力団排除条例（平成２３

年宮崎県条例第１８号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）

であると認められるとき。

(ｲ) 役員等（役員又は支社、支店若しくは営業所の代表をいう。以下同じ。）が、暴

力団関係者であると認められるとき。

(ｳ) 暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(ｴ) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団関係者を利用するなどしたと認められるとき。

(ｵ) 資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が(ｱ)から(ｴ)までの

いずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

(ｶ) (ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約

の相手方としていた場合（(ｵ)に該当する場合を除く。）において、県が当該契約

の解除を求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。

エ 上記アからウまでに掲げる場合のほか、本件契約の相手方が本件契約に違反した場

合

(2) 県は、(1)の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損害については、その賠
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償の責めを負わないものとする。

３ 競争入札に参加する者に必要な資格

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。

(2) 清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（昭和５４年１月

１２日告示第４１号。以下「要綱」という。）第２条第１項に規定する競争入札参加資

格者名簿（以下「名簿」という。）に登録された者であること。

(3) 県内に本店を有する者であること。

(4) 宮崎県の県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）、特別法人事業税又は地方法人

特別税及びこれらに附帯する徴収金に未納がないことを確認できる者であること。

(5) 次のいずれかに該当する者であること。

ア 令和４年度において当該入札に係る物件を受託し、誠実に業務を履行している者。

イ 令和４年度に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、種類及び規模をほぼ同

じくする契約（６箇月以上継続したもの）に基づく業務（以下「同種業務」という。）

を誠実に履行しており、その業務が令和４年度内に終了する者。

ウ 令和２年４月１日から令和４年度の入札参加資格確認申請の日の前日までの間

に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、同種業務を１回以上誠実に履行した

実績を有する者。

(6) 公告日から入札日までのいずれの日においても、要綱第９条の規定に基づく指名停止

を受けていない者であること。

(7) 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第５条の規定による宮崎県公安委員会の認定

を受け、又は同法第９条若しくは第４０条の規定による宮崎県公安委員会へ届出を行っ

た者であること。

４ 契約条項を示す場所及び期間

(1)場所 宮崎県教育研修センター総務課総務担当

宮崎市阿波岐原町前浜４２７６番７２９

郵便番号８８０－０８３５ 電話番号０９８５－２４－３１２２

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月１７日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除

く。午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

５ 入札説明書の交付場所及び交付期間

(1)場所 宮崎県教育研修センター総務課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

６ 入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出場所、提出期間及び提出方法

(1)場所 宮崎県教育研修センター総務課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

(3)方法 郵送（書留郵便に限る。３月６日必着）又は持参による。

７ 入札参加資格確認結果の通知

入札参加資格確認結果は、令和５年３月１３日までに通知する。

８ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

(1)提出場所 宮崎県教育研修センター総務課総務担当



(2)提出期限 令和５年３月１７日 午後５時

(3)提出方法 郵送（書留郵便に限る。３月１７日必着）又は持参による。

(4)その他 入札書には、前項に定める入札参加資格確認結果の写しを添付するものとする。

９ 開札場所及び日時

(1)場所 宮崎県庁防災庁舎７階防７３号室 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

(2)日時 令和５年３月２２日 午前１１時２０分

10 入札保証金

入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１００条の

規定による。

11 入札の無効に関する事項

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

(1) 虚偽の申請を行った者のした入札

(2) 入札参加資格のない者（入札参加資格の確認時に入札参加資格を有していたものの、

その後、入札までの間に、指名停止等により入札参加資格を失った者を含む。）のし

た入札

(3) 同一人が同一事項についてした２通以上の入札

(4) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札

(5) 入札書の表記金額を訂正した入札

(6) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した又は不明な入札

(7) 入札条件に違反した入札

(8) 連合その他不正行為があった入札

12 落札者の決定の方法

(1) 予定価格の範囲以内で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち最低価格の

入札を行った者を落札者とする。

(2) 落札となるべき同価の入札をした者が２名以上あるときは、直ちに当該入札者にくじ

を引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に

立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係

のない職員にくじを引かせるものとする。

13 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県教育研修センター総務課総務担当 宮崎市阿波岐原町前浜４２７６番７２９

郵便番号８８０－０８３５ 電話番号０９８５－２４－３１２２

14 その他

(1) この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

(2) この競争入札は令和５年度宮崎県一般会計予算の成立を条件とする。



入札公告

条件付一般競争入札を次のとおり実施する。

令和５年２月２１日

宮崎県立図書館長 小川 雅彦

１ 競争入札に付する事項

(1) 委託件名 宮崎県立図書館警備業務

(2) 委託内容 警備業務及び駐車場管理業務

(3) 委託場所 宮崎県立図書館

宮崎市船塚３丁目２１０番地１

(4) 委託期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで

(5) 最低制限価格

最低制限価格を設けるものとし、最低制限価格に満たない入札については、これを無

効とする。

(6) 入札方法

ア (1)の委託件名について入札を実施する。落札決定にあたっては、入札書に記載し
た金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 開札した場合において、予定価格の制限の範囲内の価格で、最低制限価格以上の価

格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行うものとする。

ウ 入札の回数は、２回を限度とする。

２ 契約に係る特約事項

(1) 県は、上記１の(4)の委託期間内において次に掲げる場合のいずれかに該当するとき
は、本件契約を解除するものとする。

ア 本件契約の相手方が契約期間中に委託業務を継続する見込みがないと認められると

き。

イ 本件契約の相手方の業務の実施が著しく不誠実と認められ、又は契約を誠実に履行

する意思がないと認められるとき。

ウ 本件契約の相手方が次のいずれかに該当するとき。

(ｱ) 暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は宮崎県暴力団排除条例（平成２３

年宮崎県条例第１８号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）

であると認められるとき。

(ｲ) 役員等（役員又は支社、支店若しくは営業所の代表をいう。以下同じ。）が、暴

力団関係者であると認められるとき。

(ｳ) 暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(ｴ) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団関係者を利用するなどしたと認められるとき。

(ｵ) 資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が(ｱ)から(ｴ)までの

いずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

(ｶ) (ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約

の相手方としていた場合（(ｵ)に該当する場合を除く。）において、県が当該契約

の解除を求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。

エ 上記アからウまでに掲げる場合のほか、本件契約の相手方が本件契約に違反した場

合

(2) 県は、(1)の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損害については、その賠
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償の責めを負わないものとする。

３ 競争入札に参加する者に必要な資格

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。

(2) 清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（昭和５４年１月

１２日告示第４１号。以下「要綱」という。）第２条第１項に規定する競争入札参加資

格者名簿（以下「名簿」という。）に登録された者であること。

(3) 名簿において等級Ａに格付けされている者であること。

(4) 県内に本店を有する者であること。

(5) 宮崎県の県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）、特別法人事業税又は地方法人

特別税及びこれらに附帯する徴収金に未納がないことを確認できる者であること。

(6) 次のいずれかに該当する者であること。

ア 令和４年度において当該入札に係る物件を受託し、誠実に業務を履行している者。

イ 令和４年度に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、種類及び規模をほぼ同

じくする契約（６箇月以上継続したもの）に基づく業務（以下「同種業務」という。）

を誠実に履行しており、その業務が令和４年度内に終了する者。

ウ 令和２年４月１日から令和４年度の入札参加資格確認申請の日の前日までの間

に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、同種業務を１回以上誠実に履行した

実績を有する者。

(7) 公告日から入札日までのいずれの日においても、要綱第９条の規定に基づく指名停止

を受けていない者であること。

(8) 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第５条の規定による宮崎県公安委員会の認定

を受け、又は同法第９条若しくは第４０条の規定による宮崎県公安委員会へ届出を行っ

た者であること。

４ 契約条項を示す場所及び期間

(1)場所 宮崎県立図書館総務・企画課総務担当 宮崎市船塚３丁目２１０番地１

郵便番号８８０－００３１ 電話番号０９８５－２９－２９１１

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月１７日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除

く。午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

５ 入札説明書の交付場所及び交付期間

(1)場所 宮崎県立図書館総務・企画課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

６ 入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出場所、提出期間及び提出方法

(1)場所 宮崎県立図書館総務・企画課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

(3)方法 郵送（書留郵便に限る。３月６日必着）又は持参による。

７ 入札参加資格確認結果の通知

入札参加資格確認結果は、令和５年３月１３日までに通知する。

８ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

(1)提出場所 宮崎県立図書館総務・企画課総務担当



(2)提出期限 令和５年３月１７日 午後５時

(3)提出方法 郵送（書留郵便に限る。３月１７日必着）又は持参による。

(4)その他 入札書には、前項に定める入札参加資格確認結果の写しを添付するものとする。

９ 開札場所及び日時

(1)場所 宮崎県庁防災庁舎７階防７３号室 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

(2)日時 令和５年３月２２日 午前１１時４０分

10 入札保証金

入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１００条の

規定による。

11 入札の無効に関する事項

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

(1) 虚偽の申請を行った者のした入札

(2) 入札参加資格のない者（入札参加資格の確認時に入札参加資格を有していたものの、

その後、入札までの間に、指名停止等により入札参加資格を失った者を含む。）のし

た入札

(3) 同一人が同一事項についてした２通以上の入札

(4) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札

(5) 入札書の表記金額を訂正した入札

(6) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した又は不明な入札

(7) 入札条件に違反した入札

(8) 連合その他不正行為があった入札

12 落札者の決定の方法

(1) 予定価格の範囲以内で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち最低価格の

入札を行った者を落札者とする。

(2) 落札となるべき同価の入札をした者が２名以上あるときは、直ちに当該入札者にくじ

を引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に

立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係

のない職員にくじを引かせるものとする。

13 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県立図書館総務・企画課総務担当 宮崎市船塚３丁目２１０番地１

郵便番号８８０－００３１ 電話番号０９８５－２９－２９１１

14 その他

(1) この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

(2) この競争入札は令和５年度宮崎県一般会計予算の成立を条件とする。



入札公告

条件付一般競争入札を次のとおり実施する。

令和５年２月２１日

宮崎県総合博物館長 岩切 喜郎

１ 競争入札に付する事項

(1) 委託件名 宮崎県総合博物館等警備業務

(2) 委託内容 警備業務

(3) 委託場所 宮崎県総合博物館、民家園及び宮崎県埋蔵文化センター分館

宮崎市神宮２丁目４番４号

(4) 委託期間 令和５年４月１日から令和７年７月３１日まで

(5) 最低制限価格

最低制限価格を設けるものとし、最低制限価格に満たない入札については、これを無

効とする。

(6) 入札方法

ア (1)の委託件名について入札を実施する。落札決定にあたっては、入札書に記載し
た金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（１円未満の端数

があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 開札した場合において、予定価格の制限の範囲内の価格で、最低制限価格以上の価

格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行うものとする。

ウ 入札の回数は、２回を限度とする。

２ 契約に係る特約事項

(1) この競争入札に係る契約（以下「本件契約」という。）は、地方自治法（昭和２２年
法律第６７号）第２３４条の３の規定に基づく契約である。

(2) 県は、上記１の(4)の委託期間内において次に掲げる場合のいずれかに該当するとき
は、本件契約を解除するものとする。

ア 本件契約の相手方が契約期間中に委託業務を継続する見込みがないと認められると

き。

イ 本件契約の相手方の業務の実施が著しく不誠実と認められ、又は契約を誠実に履行

する意思がないと認められるとき。

ウ 本件契約の相手方が次のいずれかに該当するとき。

(ｱ) 暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は宮崎県暴力団排除条例（平成２３

年宮崎県条例第１８号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう。以下同じ。）

であると認められるとき。

(ｲ) 役員等（役員又は支社、支店若しくは営業所の代表をいう。以下同じ。）が、暴

力団関係者であると認められるとき。

(ｳ) 暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(ｴ) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団関係者を利用するなどしたと認められるとき。

(ｵ) 資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が(ｱ)から(ｴ)までの

いずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

(ｶ) (ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約

の相手方としていた場合（(ｵ)に該当する場合を除く。）において、県が当該契約

の解除を求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。

エ 上記アからウまでに掲げる場合のほか、本件契約の相手方が本件契約に違反した場
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合

オ 本件契約の締結日の属する年度の翌年度以降において本件契約に係る県の歳出予算

が減額され、又は削除されたとき。

(3) 県は、(2)の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損害については、その賠
償の責めを負わないものとする。

３ 競争入札に参加する者に必要な資格

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。

(2) 清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（昭和５４年１月

１２日告示第４１号。以下「要綱」という。）第２条第１項に規定する競争入札参加資

格者名簿（以下「名簿」という。）に登録された者であること。

(3) 名簿において等級Ａに格付けされている者であること。

(4) 県内に本店を有する者であること。

(5) 宮崎県の県税（個人県民税及び地方消費税を除く。）、特別法人事業税又は地方法人

特別税及びこれらに附帯する徴収金に未納がないことを確認できる者であること。

(6) 次のいずれかに該当する者であること。

ア 令和４年度において当該入札に係る物件を受託し、誠実に業務を履行している者。

イ 令和４年度に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、種類及び規模をほぼ同

じくする契約（６箇月以上継続したもの）に基づく業務（以下「同種業務」という。）

を誠実に履行しており、その業務が令和４年度内に終了する者。

ウ 令和２年４月１日から令和４年度の入札参加資格確認申請の日の前日までの間

に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、同種業務を１回以上誠実に履行した

実績を有する者。

(7) 公告日から入札日までのいずれの日においても、要綱第９条の規定に基づく指名停止

を受けていない者であること。

(8) 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第５条の規定による宮崎県公安委員会の認定

を受け、又は同法第９条若しくは第４０条の規定による宮崎県公安委員会へ届出を行っ

た者であること。

４ 契約条項を示す場所及び期間

(1)場所 宮崎県総合博物館 宮崎市神宮２丁目４番４号

郵便番号８８０－００５３ 電話番号０９８５－２４－２０７１

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月１７日まで（休館日を除く。午前９時から

午後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

５ 入札説明書の交付場所及び交付期間

(1)場所 宮崎県総合博物館総務課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（休館日を除く。午前９時から午

後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

６ 入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出場所、提出期間及び提出方法

(1)場所 宮崎県総合博物館総務課総務担当

(2)期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで（休館日を除く。午前９時から午

後５時まで（正午から午後１時までを除く。））

(3)方法 郵送（書留郵便に限る。３月６日必着）又は持参による。

７ 入札参加資格確認結果の通知



入札参加資格確認結果は、令和５年３月１３日までに通知する。

８ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

(1)提出場所 宮崎県総合博物館総務課総務担当

(2)提出期限 令和５年３月１７日 午後５時

(3)提出方法 郵送（書留郵便に限る。３月１７日必着）又は持参による。

(4)その他 入札書には、前項に定める入札参加資格確認結果の写しを添付するものとする。

９ 開札場所及び日時

(1)場所 宮崎県庁防災庁舎７階防７３号室 宮崎市橘通東一丁目９番１８号

(2)日時 令和５年３月２２日 １５時５０分

10 入札保証金

入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１００条の

規定による。

11 入札の無効に関する事項

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

(1) 虚偽の申請を行った者のした入札

(2) 入札参加資格のない者（入札参加資格の確認時に入札参加資格を有していたものの、

その後、入札までの間に、指名停止等により入札参加資格を失った者を含む。）のし

た入札

(3) 同一人が同一事項についてした２通以上の入札

(4) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札

(5) 入札書の表記金額を訂正した入札

(6) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した又は不明な入札

(7) 入札条件に違反した入札

(8) 連合その他不正行為があった入札

12 落札者の決定の方法

(1) 予定価格の範囲以内で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち最低価格の

入札を行った者を落札者とする。

(2) 落札となるべき同価の入札をした者が２名以上あるときは、直ちに当該入札者にくじ

を引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に

立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係

のない職員にくじを引かせるものとする。

13 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県総合博物館総務課総務担当 宮崎市神宮２丁目４番４号

郵便番号８８０－００５３ 電話番号０９８５－２４－２０７１

14 その他

(1) この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

(2) この競争入札は令和５年度宮崎県一般会計予算の成立を条件とする。



入札公告

条件付一般競争入札を次のとおり実施する。

令和５年２月２１日

宮崎県埋蔵文化財センター所長 吉本 正典

１ 競争入札に付する事項

( ) 委託件名 宮崎県埋蔵文化財センター（本館）警備業務1
( ) 委託内容 警備業務2
( ) 委託場所 宮崎県埋蔵文化財センター（本館）3

宮崎市佐土原町下那珂４０１９番地

( ) 委託期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで4
( ) 最低制限価格5

最低制限価格を設けるものとし、最低制限価格に満たない入札については、これを無

効とする。

( ) 入札方法6
ア ( )の委託件名について入札を実施する。落札決定にあたっては、入札書に記載し1
た金額に当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（１円未満の端数

、 ） 、 、があるときは その端数を切り捨てた金額 をもって落札価格とするので 入札者は

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

イ 開札した場合において、予定価格の制限の範囲内の価格で、最低制限価格以上の価

格の入札がないときは、直ちに再度の入札を行うものとする。

ウ 入札の回数は、２回を限度とする。

２ 契約に係る特約事項

( ) 県は、上記１の( )の委託期間内において次に掲げる場合のいずれかに該当するとき1 4
は、本件契約を解除するものとする。

ア 本件契約の相手方が契約期間中に委託業務を継続する見込みがないと認められると

き。

イ 本件契約の相手方の業務の実施が著しく不誠実と認められ、又は契約を誠実に履行

する意思がないと認められるとき。

ウ 本件契約の相手方が次のいずれかに該当するとき。

(ｱ) 暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員又は宮崎県暴力団排除条例（平成２３

） 。 。）年宮崎県条例第１８号 第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう 以下同じ

であると認められるとき。

(ｲ) 役員等（役員又は支社、支店若しくは営業所の代表をいう。以下同じ ）が、暴。

力団関係者であると認められるとき。

(ｳ) 暴力団関係者が経営に実質的に関与していると認められるとき。

(ｴ) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団関係者を利用するなどしたと認められるとき。

(ｵ) 資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が(ｱ)から(ｴ)までの

、 。いずれかに該当することを知りながら 当該者と契約を締結したと認められるとき

(ｶ) (ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他の契約

の相手方としていた場合（(ｵ)に該当する場合を除く ）において、県が当該契約。

の解除を求めたにもかかわらず、これに従わなかったとき。

エ 上記アからウまでに掲げる場合のほか、本件契約の相手方が本件契約に違反した場

合

( ) 県は、( )の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損害については、その賠2 1
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償の責めを負わないものとする。

３ 競争入札に参加する者に必要な資格

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。

( ) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者1
であること。

( ) 清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（昭和５４年１月2
１２日告示第４１号。以下「要綱」という ）第２条第１項に規定する競争入札参加資。

格者名簿（以下「名簿」という ）に登録された者であること。。

( ) 県内に本店を有する者であること。3
( ) 宮崎県の県税（個人県民税及び地方消費税を除く 、特別法人事業税又は地方法人4 。）

特別税及びこれらに附帯する徴収金に未納がないことを確認できる者であること。

( ) 次のいずれかに該当する者であること。5
ア 令和４年度において当該入札に係る物件を受託し、誠実に業務を履行している者。

イ 令和４年度に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、種類及び規模をほぼ同

（ ） （ 「 」 。）じくする契約 ６箇月以上継続したもの に基づく業務 以下 同種業務 という

を誠実に履行しており、その業務が令和４年度内に終了する者。

ウ 令和２年４月１日から令和４年度の入札参加資格確認申請の日の前日までの間

に、宮崎県内に所在する建物（施設）において、同種業務を１回以上誠実に履行した

実績を有する者。

要綱第９条の規定に基づく指名停止( ) 公告日から入札日までのいずれの日においても、6
を受けていない者であること。

( ) 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第５条の規定による宮崎県公安委員会の認定7
を受け、又は同法第９条若しくは第４０条の規定による宮崎県公安委員会へ届出を行っ

た者であること。

４ 契約条項を示す場所及び期間

( )場所 宮崎県埋蔵文化財センター総務課 宮崎市佐土原町下那珂４０１９番地1
郵便番号８８０－０２１２ 電話番号０９８５－３６－１１７１

( )期間 令和５年２月２１日から令和５年３月１７日まで（土曜日、日曜日及び祝日を除2
く。午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く ）。）

５ 入札説明書の交付場所及び交付期間

( )場所 宮崎県埋蔵文化財センター総務課1
（ 、 。( )期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで 土曜日 日曜日及び祝日を除く2

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く ）。）

６ 入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出場所、提出期間及び提出方法

( )場所 宮崎県埋蔵文化財センター総務課1
（ 、 。( )期間 令和５年２月２１日から令和５年３月６日まで 土曜日 日曜日及び祝日を除く2

午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く ）。）

(3)方法 郵送（書留郵便に限る。３月６日必着）又は持参による。

７ 入札参加資格確認結果の通知

入札参加資格確認結果は、令和５年３月１３日までに通知する。

８ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

( )提出場所 宮崎県埋蔵文化財センター総務課1
( )提出期限 令和５年３月１７日 午後５時2



( )提出方法 郵送（書留郵便に限る。３月１７日必着）又は持参による。3
、 。( )その他 入札書には 前項に定める入札参加資格確認結果の写しを添付するものとする4

９ 開札場所及び日時

( )場所 宮崎県庁防災庁舎７階防７３号室 宮崎市橘通東一丁目９番１８号1
( )日時 令和５年３月２２日 午後２時３０分2

入札保証金10
入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第１００条の

規定による。

入札の無効に関する事項11
次のいずれかに該当する入札は、無効とする。

(1) 虚偽の申請を行った者のした入札

（ 、(2) 入札参加資格のない者 入札参加資格の確認時に入札参加資格を有していたものの

その後、入札までの間に、指名停止等により入札参加資格を失った者を含む ）のし。

た入札

(3) 同一人が同一事項についてした２通以上の入札

(4) ２人以上の者から委任を受けた者が行った入札

(5) 入札書の表記金額を訂正した入札

(6) 入札書の表記金額、氏名、印影又は重要な文字が誤脱した又は不明な入札

( ) 入札条件に違反した入札7
( ) 連合その他不正行為があった入札8

落札者の決定の方法12
( ) 予定価格の範囲以内で最低制限価格以上の価格をもって入札した者のうち最低価格の1
入札を行った者を落札者とする。

( ) 落札となるべき同価の入札をした者が２名以上あるときは、直ちに当該入札者にくじ2
を引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち開札に

立ち会わない者又はくじを引かない者があるときは、これに代えて当該入札事務に関係

のない職員にくじを引かせるものとする。

契約に関する事務を担当する部局等13
宮崎県埋蔵文化財センター総務課 宮崎市佐土原町下那珂４０１９番地

郵便番号８８０－０２１２ 電話番号０９８５－３６－１１７１

その他14
( ) この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。1
( ) この競争入札は令和５年度宮崎県一般会計予算の成立を条件とする。2


